
 

第Ⅱ章 収入の確保 
 大学・短期大学の収入の多くは学生納付金が占めています。その学生納付金
の確保のため学生募集活動や教育力を強化し、社会からの要望に応える体制が
求められています。また、学生納付金以外の収入源の確保も経営の安定におい
て非常に重要です。 
 
第 1 節 学生募集活動の強化 
 学生の確保では、大学・短期大学の特色、教育内容をいかに受験生に認知し
てもらうかが重要となります。そのため、学生募集活動の方法、内容の見直し
が必要ですが、どのような視点で行うかが課題です。この節では特色ある学生
募集の事例を紹介します。 
 
第２節 教育力の強化 
 大学・短期大学には、社会から求められる人材を育成することが望まれてい
ます。そのため、社会のニーズに応じた学部学科への改組、教育内容の見直し、
学生サポート体制の充実、教職員の質の向上が重要です。この章では、教育活
動を充実させるための事例を紹介します。 
 
第 3 節 その他の収入源の確保 
 収入の確保には外部資金の導入も重要です。この節では、補助金の獲得、寄
付金の獲得、資産運用などの事例を紹介します。 
 



 事例 学生募集活動の強化 

AO選抜導入の経緯とこれから 

～九州大学～ 

☆本事例の中心人物 

総長･副学長 

 

 

事例内容 

【概要】 
九州大学では、平成11年に国立大学とし
ては初めてアドミッションセンターを設立
し（東北大学、筑波大学も同年設立）、平成
12 年度入試より、AO方式（総合評価方式）
による入学者選抜を開始した。従来の学力試
験とは異なり、「認知領域」や「情意領域」
での能力を総合的に評価するためである。こ
こでいう「認知領域」での能力とは、問題発
見能力、論理的思考力、論理的表現力、理解
力、応用力等、知識や技能などの側面に現れ
る能力で、「情意領域」での能力とは、学習
意欲や好奇心、探究心、責任感、誠実性、協
調性等、感性や意思などの側面に現れる能力
とされている。AO 方式の導入によって、目
的意識が高く、さまざまな分野でリーダーシ
ップを発揮する能力を持った学生が入学し
ている。第1回目は、法学部、薬学部、農学
部の 3 学部で実施し、76 名が入学した。現
在（平成18年度入試）は、21世紀プログラ
ムを加えた合計8学部等で実施され、全体定
員の7%にあたる179名が入学している。 
 

【背景】 
建学以来今日まで、創造的研究と学問への
進取の精神、豊かな人間性と逆境に強い精神
力を学風として優れた人材を輩出してきた
同大学であるが、次世代への大学の責務の一
環として、伝統的な筆記中心の試験で測れる
学力とは異なった観点の能力を持つ学生を
育てるという目的のため、新しい試みとして
AO方式による入学者選抜を導入した。また、
新しい取組みを他に先駆けて行うことで、国
立大学法人化後も確固たる地位を確保した
いという狙いがあった。特に他の旧帝国大学

に比べて、全国的な知名度が劣ると考えてい
たため、入試改革を行うことで、同大学に対
する評価を向上させ、全国的な知名度を高め
たいという思いがあった。 
 

【取組みの経緯・推移等】 
AO 選抜導入は、総長のリーダーシップの
下、教育担当副学長が中心となって推進した。
教職員に対しては、AO 選抜導入の意義や目
的などを説明し理解を求めた（当初は、複数
学部で100名ぐらいをAO選抜入学者とする
目標であった。）。入学者選抜手続きは、全
学的委員会において、公平で透明な審査を慎
重に行った。 
AO 選抜導入において最も重要となったの
は、高等学校への説明であった。これまでの
教科、科目の筆記試験であれば、偏差値や得
点で合格の可能性を測ることができ、また、
試験内容についての受験対策も指導できた。
しかし、AO 選抜では、どのように、何を指
導すればよいか見当がつかず、「受験指導が
大変困難である。」という不満が高等学校か
ら出された。これに対して、同大学は、「受
験生は、直接本学に説明を求めるように」と
指導し、受験生一人ひとりに対し、懇切丁寧
な説明を行った。高等学校に対しても、懇切
丁寧な説明を引き続き行い、現在はこのよう
な不満は聞こえてこない。 
AO 選抜を実施している学部が、学部ごと
のアドミッションポリシーを定め、それぞれ
の専門分野や特色に応じた学生を求めてい
る。したがって受験生は、アドミッションポ
リシーをよく理解することが必要となり、結
果として、同大学の建学の精神や各学部の教
育内容を理解してから進学の決意を固める
ことになる。そのため、目的意識が高く、学
部への適合率の高い学生が入学してくるこ
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とにつながっている。また、AO 選抜入学者
は学業成績においても、学部・科目によって
異なるが、総じて一般選抜入学生とほぼ同等
程度である。 
 

【結 果】 
AO 選抜導入が、同大学の活性化につなが
っている。また、近隣の高等学校に九州大学
コースができるなど同大学への地域評価も
向上した。そして、AO 選抜導入の成功が、
現在同大学の大きな特色の一つとして非常
に高い評価を受けている21 世紀プログラム
に結実している。 
AO 選抜入学者と一般選抜入学者の相乗効
果によって、他人とのコミュニケーション能
力に優れ、論理的思考力と飽くなき探究心で
問題を解決し、様々な分野でリーダーシップ
を発揮できる能力を持った人材を輩出して
いる。 

   
 

☆成功のポイント 

  国立大学としてはじめて AO 入試制度を導入
したのは九州大学であった。総長のリーダーシ
ップと教育担当副学長の情熱が入試改革を成
功させた。改革にあたっては相当な困難があっ
たと思われるが関係学部との協議調整を重ね
て、現在8学部等で全体の7%にあたる学生が入
学している。当初、実現可能な3学部の入学者
76 名からスタートしたのも成功要因の一つと
考えられる。第三者評価等で重要項目の一つで
あるアドミッションポリシーが各学部毎にし
っかりと設定され、それに沿った学生受入が可
能となっているところは高く評価される。 
 
 
 
 
 
 

★今後の課題 

 AO入試責任者の説明では、伝統的入試を重視
し続けた高等学校等の先生方もかなり慣れて
きたとの事ではあるが、引き続き高等学校や高
校生等に対し同大学の学部毎のアドミッショ
ンポリシーを的確に説明し、それに沿った入学
者の確保をさらに高い次元で達成できる事が
現在の目標のように思われる。 
 なお、AO入試関係の卒業生の活動状況につい
ては、もう少しデータが蓄積されれば入試への
フィードバックが可能となると思われる。 
 
 

○委員の所感 

AO 選抜導入から今日まで関係者の多くの努
力があったと推察できる。アドミッションポリ
シーに合致した者を合格させる入試は、全学的
委員会で公平に審査している。また、21世紀プ
ログラムは全員 AO 入試により受入れており、
このプログラムの評価の高いことからも AO 選
抜導入の成功が伺われる。AO選抜入学者は学業
成績において一般入学者と同程度のレベルで
あり、さらに一般入学者との相乗効果が期待で
き、様々な分野でリーダーシップを発揮できる
人材の育成が可能となっている。 
他の旧帝国大学に比べて知名度が劣るので
はという意味の話を伺ったが、すでにこれだけ
の入試改革を実施しており、危機感をもって運
営されていることに感心させられた。 
 

 第１節 学生募集活動の強化      



 事例 学生募集活動の強化 

入 試 改 革 

～東京農業大学～ 

☆本事例の中心人物 
理事長 
学長 
入試センター 

 

事例内容 

【概要】 
東京農業大学では平成13年以降、入学志
願者数の減少が続いていたが、理事長・学長
の改革に対する強い決断及び同大学入試セ
ンターをはじめとする関係者の努力により、
今まで手をつけていなかった入試を大きく
改革し、入学志願者数を大きく増やした。 
入学志願者や入試制度等の分析を詳細に
行ったことにより、的確な内容の改革を行い、
また、それぞれの改革が相乗効果を生み、成
功したといえる。 
 

【背景】 
入学志願者数は年々減少傾向にあり､実入
学志願者(併願者を除いた入学志願者。以下
同じ)数が平成 16 年には 1 万人を切り約
9,700名になり､平成17年度には約8,600名
になってしまった｡ 
同大学としては実入学志願者数 1 万人を
最低ラインの目安としていたため､危機感を

持ち入試改革を行うこととなった｡ 
 

【取組み内容】 
①全学部センター入試の導入と学科の新設 
入学志願者の動向を分析した結果、地方
の入学志願者数が減少しており、その対策
としてセンター試験を導入した。また、2
つの学科も新設した。 
②全学部統一試験 
併願者を増やすため一般試験は地方会
場・東京会場併せて10日間行っていたが、
教職員の負担や授業日程等への影響が大
きいため学部統一試験を行うこととした。 
③首都圏会場の増設 

一般試験の日程を減らしたことから、受
験生が会場に収まらなくなってしまう恐
れがあるため、世田谷キャンパスのほかに
首都圏会場を5会場設定した。 

 ④地方会場の業務委託 
   地方会場での入試業務は教員にとって
負担が大きかったため、全て業者に委託し
た。 

 
 
【イメージ】 
   

   
 
 

入試センターで原案作成 

連絡協議会（学内理事等で構成）で 
予算の検討 

入試委員会で（＝学部長会）で検討 

入試選考会議で（＝学科長会）で検討 

全学審議会で検討 

教授会で決定 

入学志願者
数の減少 

入試センターでの 
原案作成 

理事長・学長の 
強い決断 

入学志志願者・入試
制度についての詳
細な分析 

重要決定機関への
提案・決定 

入学志願者の 
増加 

改革までの会議の流れ 

入試改革 
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【結果】 
平成 18 年度入学志願者数は前年度の約
1.8 倍に増加している｡併願者数の増加が大
きいが､実志願者数も約1,000名増加した｡ 

 
 ①全ての学部間での併願が可能となったた
め、1 人当たりの受験学科数が大きく増加
した。 

 ②世田谷キャンパス以外の試験会場を設け
たことにより受験生の負担が軽減され、広
範囲の地域から受験生が集まった。 

 ③地方会場の運営を業者に委託したことに
より、事務の効率化・経費の節減の効果の
ほか、特に教員の負担が軽減されたため、
入試改革を行う際の教員の説得材料の一
つになった。 

 
 
 

☆成功のポイント 

 
①理事長・学長の改革を実行するという強い決
断があったこと。 
②実入学志願者数が目標人数より減少したこ
とによる大学関係者の危機感が入試改革を
促進したこと。 
③同大学入試センターが作成した入試改革原
案が、同大学の重要検討決定機関（連絡協議
会・入試委員会等）に理解されるよう提案さ
れ、学内理事や学部長、学科長による慎重な
協議を経て、改革実行を決断したこと。 
④入学志願者及び入学者、入試制度の現状の分
析を詳細に行ったことにより、問題点を把握
し、改革に結びつけたこと。 
 
 
 
 
 
 

★今後の課題 

 
①センター試験を導入したが、学科によって試
験科目が3から5科目と統一が取れておらず
受験生にわかりにくい方式となっている。こ
れを改善するために平成 19 年度入試から 3
科目と4科目に統一した。 
②首都圏会場の実施が入学志願者数増加の要
因の一つであったので、平成 19 年度入試に
2会場の増加を予定している。 
③平成 18 年度の入学志願者数は増加したが、
一般的に翌年度は減少する傾向にあるので、
すでにその対策を検討中である。 
 
 
 
 
 

○委員の所感 

 
実入学志願者数が減少して目標を下回るな
どの要因があり、今回は念願の入試改革が可能
となった。 
入試改革原案を作成した同大学入試センタ
ーをはじめとする関係者の努力はもちろんの
こと、特に理事長・学長の改革に対する勇気あ
る決断が実を結んだものと思われる。 
さらに、改革を成功させた要因は表に現われ
にくい同大学の教育・研究を積み上げてきた伝
統の力があることを見逃せない。 
最後に『良い教育をするのは当たり前、今後
はさらに研究に力を入れ、その研究力も売りに
していきたい』という関係者の話が印象に残っ
た。 

 第１節 学生募集活動の強化     



 事例 学生募集活動の強化 

地方に深く根ざした小規模大学の強み 

～松本大学～ 

☆本事例の中心人物 

大学事務局 

 

 

事例内容 

【概要】 
松本大学は、平成14年にできた入学定員
200 名の総合経営学部の単科大学であるが、
地域の評価を高めることによって、安定的な
学生を確保している。 
 

【背景】 
歴史の新しい大学なので、何か特徴を持た
なければならなかった。そこで学長は「地方
にあり、後発で単科大学なので、潰れる大学
の候補NO.1 なのだが、逆に走ればトップに
なれるよ、今までにない大学をつくろう」と
教職員に呼びかけ、学生に対する面倒見の良
さと地元に貢献する大学を目指した。 
 

【取組み内容】 
学長は、「幸せつくりをする人」を育てる
という教育理念を掲げ、「面倒見のよい大学」
と「地域の必需品大学」という2つの目標を
立て、「パブリシティの活用」等によって地
域に根ざした大学になりつつある。 
①面倒見のよい大学 
学長が一人ひとりの学生に対するオー
ダーメイド教育を掲げたところ、教員から
手がかかりすぎるとの意見があった。そこ
で、学長は、不登校など問題を抱えた学生
を全て自分のところに集め、渓流釣りや海
釣り、あるいはバスで山菜取りに連れて行
き、料理して食べさせるなどの活動を始め
た。学長は、そこで人生とは何か、人間と
は何かなどについて熱心に語りかけ、立派
に立ち直らせ、しっかりしたところに就職
させている。学長は、かなり厳しいことを
言うが、実践をしっかりやっているので、
その理念が次第に教職員の中に広がり、面    

倒見のよい大学になりつつある。 
  ②地域優先 
   同大学は、地域の人を入れることを第
一優先にし、それを貫いた。募集地域を
広げ過ぎず、長野、新潟、山梨、群馬な
どに学生の面倒をしっかりみていると
いう情報をこまめに伝え、地元の高等学
校の信頼を得た。 
地元企業に就職しているOBや人事担
当者を呼んで年20回近くも就職相談会
などを開き、就職指導に地元の企業を巻
き込んでいる。内定した人は、絶対他を
受けさせないことで信頼を得てきた。ま
た、早期に目的意識を持たせるために、
キャリア教育をキーにしてキャリアカ
ウンセラー5名、企業のカウンセラー10
名以上を配置している。学生全員に 1
時間以上のカウンセリングを行い、カル
テを作成している。現在は、ニート、フ
リーターにしないためのプログラムを
計画している。 

  ③パブリシティの活用 
同大学は、マスコミにいろいろな情報
を流すことにより、2日に一度くらいは、
地域の新聞に取り上げられている。ある
地元新聞には、学長のコラム欄があり、
月に一度は学園の記事を書いている。今
では、「記事がないときには松本大学に
行ってくるか」というのがマスコミ関係
者の合言葉になっているほどである。パ
ブリシティの有効活用により、面倒見の
よい大学としての評価が地元に定着し
た。 
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【結果】  
①地元の高校の信頼 
・同大学に学生を送れば安心だという評価
が地元住民と高等学校に定着した。例え
ば、高等学校との関係も非常に密接で、
公立でも私立でも「松本大学は別だよ」
と言ってくれるそうである。公立高等学
校に行っても以前から知り合いの進路
指導の先生がおり、「松本大学にはよい
生徒をおくります。わざわざおいでにな
る必要はありません」と言ってくれるそ
うである。その結果、同大学を第一志望
で来る人が圧倒的に多い。 
・長野県内での入学説明会では、地元に密
着している同大学に説明を求められる
ケースが多く、ほぼ全員の職員が出かけ
て、大学進学の心構えなどを説明してい
る。 
・同大学の職員の面倒見のよさが評判を呼
び、信州大学から同大学に1年間交換研
修として来年度から職員を数名交換し
てほしいという要望が寄せられた。 

②地元の企業の信頼 
・企業も同大学の卒業生を採用すれば安心
という評判が定着しつつある。松商学園
の OB、OG がしっかりしていて、「松商
学園だけに求人を出している」という企
業が多い。 

③特色GPの獲得 
・平成 15 年度には地域の教育力を高める
というテーマで、18年度にはキャリア教
育の実績により短期大学部門で特色 GP
を獲得している。 
 

 

☆成功のポイント 

○学長を中心とした教職員の一体感があった
こと。 
学長が目標を明確にしたことによって教
職員の意識が高まった。「定員を割れると給
与カットだよ」と学長が教職員に常々言って

いるので、「学生が来なくなったら、給料が
もらえなくなる、しっかり教育しなければい
けない」という気持ちが教員に浸透している。
「先生方は、学生募集がどうなっているかと
いつも心配しており、講演しても大学の事例
を織り交ぜながらセールスマンの役割を果
たしてくれる」そうである。職員に対しても
「職員がだめな大学は潰れるよ」と事務局長
などが常々言っており、「労基法に引っかか
らないくらいにしてよ」と言われるくらい職
員がよく働いている。「経営の厳しい時代だ
から、従来支給していた年度末手当を返上し
たい」と教職員から提案があり、理事者側か
ら「カットはしないほうがよい」となだめら
れている状況だそうである。 
 
 

★今後の課題 

経営の永続性から見ると、安定期に入ったと
きにこのような教職員の高いモラルが維持で
きるかどうかが大きな課題である。 
 
 

○委員の所感 

教職員は、自分たちがやっていかないといけ
ないという気持を誇りにして、ボトムアップが
中心で運営されている。同大学を訪問して、地
域に深く根を張っている小規模大学ほどつぶ
れにくい大学はないのではないかと思えた。 
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 事例 学生募集活動の強化 

学校案内の刷新と充実 

～修紅短期大学～ 

☆本事例の中心人物 

入試委員会・委員長(教員) 

 

 

 

事例内容 

【概要】 
修紅短期大学は栄養士資格取得への

カリキュラム再編、学科名称の変更を機
に前例主義的に作成していた学校案内を
刷新、充実させた。この改善は同短期大
学の学生確保戦略の一手段であり、背景
には同短期大学がもつコア資源を再確認
した戦略がある。 
学校案内の刷新とともにテレビ CM の

実施や教職員による高校訪問を通して、
高校生へ同短期大学が新しくなったこと
を積極的にアピールした。この結果入学
志願者数は 2割増、社会人学生の確保に
もつながった。 
【背景】 

同短期大学では入学志願者数の減少
が続き、平成 10 年度以降は入学志願者数
が入学定員を下回るようになった。地元
の高校生は「短期大学へ行くより専門学
校へ行って手に職をつけたい」という希
望が多く、このニーズに応じて、平成 14
年度に「栄養士資格」を取得するカリキ
ュラム編成とし、平成 15 年度に生活文化

学科を食物栄養学科に名称変更した。 
学校案内は新しい学科をアピールす

るため大幅に刷新した。過去 3年間の学
校案内は表紙のみの変更にとどまってい
たが新しい学校案内は「進路や学生生活
が写真を通してわかる」ことに主眼を置
き、目で見て将来がイメージできる学校
案内とした。 
【刷新した学校案内のポイント】 
①高校生に近い存在である同短期大学の学
生や卒業生を写真に起用し、どのような
進路が開けるのかを中心に紹介した。同
時に、進路に必要な知識と体験を示した。
また、高校生が学生生活を具体的に思い
描くことができるように留学や実習風景
の写真を多用した。 

②学校案内、ポスター、電車中刷り広告で
使用する写真を統一し、媒体同士の相乗
効果を用いて高校生へ強い印象を植え付
けた。 

③学校案内の配布手段は、短期大学名のな
いクリアフォルダー(ファスナー付)に学
校案内、募集要項、ボールペンをセット
し高校生が手に取り持ち帰りやすい工夫
をした。 

 
【イメージ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・学校案内刷新 
・ポスター作成（電車中刷り 
など） 
・高校生配布用チラシ作成 

広報媒体の改善 

・志願者の将来像が明確となった。 

・高校生の「短大へ行くより 
手に職をつけたい」という 
意識 

・専門学校との差別化を図る 

背 景 

・食物栄養学科への名称変更 
（資格取得） 
・一般教養と専門知識と豊 
かな人間性の育成 

コア資源の確認 

・ビジュアルの統一 
・在学生、卒業生の起用 
・卒業後の進路や学生生活 
がイメージできる学校案内 

作成ポイント 

・志願者の増加。 

・社会人学生の増加。 

・修紅短大が新しくなったという印象の植え付け。 
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【効果】 
①学科名変更、学校案内刷新を中心とす
る広報活動の強化を通して、学内が一
丸となれた。教職員のベクトルが統一
され「新しく生まれ変わる」という意
識が学内に浸透した。 

②高校生の入学志願者数が増加するとと
もに、主婦を中心とする社会人学生の
入学志願者数および入学者数が増加し
た。 

③目的意識が強い学生が入学するように
なった。資格取得による効果はもとよ
り、将来の進路をあらかじめ紹介する
ことにより、「あの先輩のようになり
たい」という目標を持った学生が入学
するようになった。 

【苦労している点】 
①学校案内の写真は在学する学生を用い
ている。学生に依頼すると断られるこ
とが多く、また、学校案内に記載する
コメント原稿が集まりにくい。 

②学生の自然な聴講姿勢や実習風景を撮
影するため、学生への配慮が必要とな
る。 

③一年を通して作成する仕事のため、他
の仕事に比べ長期間関わることとなる。 

 
 

☆成功のポイント 

①入試委員会にすべてを任せるのではなく、
教職員すべてが主体性をもって学生確保
に取り組む姿勢をもつこと。 

②学内が一丸となってアイディアを出し合
うこと。 

③単独のメディアだけに頼ることなく、複
数のメディアを利用し相乗効果を目指す
こと。 

④高校訪問の際の意見聴取や地元支援者の
声を大切にし、高等学校や地域を巻き込
んで短期大学の教育内容をアピールする
こと。 
 

 

★今後の課題 

①学校案内とリンクしたホームページを作
成し、ホームページの充実を図る。 

②バス広告への掲載や看板の設置など学校
名を広め浸透させる広報活動の幅を広げ
る。 

③常に受験生（顧客）の視点に立ち、広報
媒体を見直し改善する姿勢を持ち続ける
こと。 
 

 

○委員の所感 

修紅短期大学は学校案内を刷新するこ
とによって入学志願者数を増加させること
を実現させた。しかし、その背景には経営
戦略の見直しや教職員の地道な高校訪問な
ど様々な要因が機能して入学志願者数増に
結びついている。 
たとえば、平成 13 年に学校の名称を設

立時の名称に戻し、地域からの信頼回復を
図ったことや、学校の人材育成の理念、方
針を明確にし、人材育成の手段・方法を明
らかにすることによって高校生の漠然とし
た進学の意識を明確にし、自らの将来像を
描ける工夫を学校案内に盛り込んだ。さら
に入試委員会をコンパクトにして機動性を
高めたことや委員を固定し使命感、責任感
を醸成したことなど様々な工夫、改善があ
る。 
同短期大学の取り組みを振り返ると、学

生募集活動に大切なこととしては、教職員
すべてが主体性を持って取り組むこと、学
校案内など一つの媒体の改善にとどまるの
ではなく、複数の媒体を視野に入れて改善
を行うこと、さらに受験生の視点に立って
情報を収集し、創造力を発揮して広報活動
に取り組むことの重要性を改めて認識する
機会となった。 
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 事例 学生募集活動の強化 

学科の刷新(コース制の導入)と外部からの人材招聘 

～高崎商科大学短期大学部～ 

☆本事例の中心人物 

理事長 

教授(学外の人材の招聘) 

学科長(学外の人材) 

 

事例内容 

【概要】 
高崎商科大学短期大学部は平成10年以降
入学者数微減の傾向が続いていたが、理事長
が短期大学部を存続させる強いリーダーシ
ップを発揮し、同大学教授に改革責任者とし
て学長補佐役を任命した。同大学教授は改革
の成功している他の短期大学の教員を招聘
した。 
その同大学教授と招聘した教員を中心と
して、コースの再編、教員の招聘を行った。
コース再編は、専門学校のようなコース設定
をし、受験生のニーズ、地域性、受験者層(専
門学校を希望する受験者)を捕らえている。
今後の短期大学の生き残る一つの形を示し
ているといえる。 
 

【背景】 
同短期大学部は平成10年以降入学者数の
微減の傾向が続いていた。平成13年には名
称変更し定員を確保したが平成14年からさ
らに厳しい状況となってしまった。 
今後短期大学はどうすればよいのか、理事
長より教職員全員に企画書を提出するよう
に指示があった。そのなかには、短期大学を

やめるという内容もあったが、平成16年に
理事長が「もう一度頑張ってみよう。」と強
いリーダーシップを発揮し、改革することと
なった。 
 

【取組み内容】 
マーケティング、地域性を考慮し新コース
を設定した。コースの設定後、コースの責任
者を決定し、カリキュラム、教員の配置・招
聘を行った。 
新コース設定時には、次の点について注意
した。①教員の顔(専門領域)を考えないで、
コースを考える。②教職員同士の危機感の共
有を図る。③人気のある幼児や福祉関係の学
科ははずした。 
学生募集は、①新コースの PR、②学校案
内・ホームページの一新、③高校・塾訪問時
の資料の刷新、④オープンキャンパスの充実、
⑤資格特待生制度の新設等を行った。 
 

【結果】 
平成18年度入学者数は前年度の約2倍以
上に増加している。 
短期大学の魅力を受け入れてもらえ、系列
高等学校のなかでも優秀な生徒の進学者が
特に増加した。 

 
【イメージ】
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☆成功のポイント 

①職業志向の強い学生に対して卒業後の姿を
明確に示すことのできるコース編成ができ
ている。 
従来であれば専門学校への進学を希望す
るような職業志向の強い学生に対して、教養
と職業技能の両方を修得できる場として、出
口を明確にしたアピールができている。 
②理事長の強いリーダーシップを背景に改革
がなされた。 
教員の改革グループによる発想では、既存
の教員と担当科目を前提に考えるため、大規
模な改革はできなかった。今回は理事長の命
を受けた学長補佐役が一人でカリキュラム
とコースの再編に取り組み、首尾一貫した、
革新的な変革ができた。 
③自分の提供するカリキュラムやコースに自
信を持っていないように見られてしまうた
め、一般の高校に意見を聞くことはできない
が、附属高校を持っていたため、事前に高校
教師の進路指導にあたっての感触を確認す
ることができた。 
④学生募集資料等の広報メディアのコンテン
ツを変えた。 
パンフレット、リーフレット、ビラ等の内
容について、制作会社を変え、よりアピール
できるものに作り変えることができた。この
内容はホームページの内容ともリンクして
おり、ホームページのアクセス記録は平成17
年9月以降、それ以前の2倍を超える水準と
なっている。 
⑤学生募集地域を群馬県および隣接県に限定
した。 
⑥キャンパス見学会を通じて、学生募集の促進
と在学生の意識改革の2つを同時に図ること
ができた。学生にボランティアとして学校の
説明を行ってもらうことにより、応募候補者
に歳の近い学生から生の声を聞いてもらう
とともに、在学生については人前で話をして
もらうことにより意識改革を図ることがで
きた。 

★今後の課題 

①コース設定で謳っているとおりの職業に卒
業生が就けるかどうかに学校の信頼性がか
かっている。地元産業界とのパイプを太くす
るとともに、学生に就職活動地域を首都圏で
もとらえてもらうようにしている。 
②コース設定については、職業需要に応じて機
動的に変更していく必要性がある。具体的に
は、現在、心理系のカリキュラムを介護や医
学系に変えていくことが考えられている。 
③上記の機動性を確保するために、教員の配置
を柔軟にしておく必要がある。現在は、専任
6 名、特任４名、その他非常勤でまかなって
おり、職業需要の動きについていくためには、
専任教員を増やすことに躊躇がある。 
④実施年度3月末で、教員2名が定年で退職し
たこともあり、新コースへの変更に大きな混
乱はなかった。ただ、実施年度は旧カリキュ
ラムと新カリキュラムが平行しているため、
今後は旧カリキュラムの教員をどうするか
という大きな課題が残っている。 
 
 

○委員の所感 

今回のコース制導入の成否は、定員充足率の
大幅アップだけでは十分でなく、入学した学生
がコースで謳っているとおりの職業に就ける
かどうかが勝負となる。また、コースには「流
行り廃り」があるため、毎年度機動的なコース
改編を行えるような体制作りがポイントとな
る。その意味では、一時の成功に甘んじること
なく、状況に敏速に反応していく必要があり、
厳しい舵取りが迫られ続ける。在校生が学外か
らの訪問者に対してきちんと挨拶するような、
今のすばらしい校風を壊さずに、改革が成功す
ることを切に願っている。 
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 事例 教育力の強化 

教員の個人評価制度構築と実施 

～岡山大学～ 

☆本事例の中心人物 

学長 

 

 

事例内容 

【概要】 
岡山大学では平成12年に評価委員会を設
置し、教員の個人評価制度構築に着手した。
その後平成14年に制度構築、試行を経て平
成16年度に正式にスタートさせた。同大学
の制度は、教員個々の教育研究活動の活性化
と学術レベルの向上を目指すなど教員の特
性を生かした評価であり、改善点を把握し、
優れた点を伸ばす制度となっている。個人の
評価結果は公表せず、教員の自己研鑽に活用
すると同時に、個人の教育、研究情報は学内
外に公表することによって、大学の知の財産
の共有と創造に結びつけている。 

【背景と目的】 
同大学では平成12年に「21世紀の岡山大
学構想」を作成し、7つの常置委員会を設置
した。この常置委員会の1つに「評価委員会」
があり、「教員の個人評価の実施概要」等の
作成を担当した。「教員の個人評価」は当時
の学長の強い意向により検討することとな
った。 
教員評価の目的は、各教員が学術（教育・
研究）のレベルアップに努めることによって、
同大学の学術のレベルアップを図ることで
ある。教員個人は、自らの活動について点

検・評価しその活性化に役立てるとともに、
大学運営等の改善資料とすることで、大学の
教育・研究等の向上を図るとしている。 

【取組み内容】 
同大学の教員の個人評価システムは、大学
一律の評価体制で行うのではなく、学部単位
で学部長等の責任により実施し、結果を学長
に報告することとしている。評価の対象は教
授、助教授、専任の講師及び助手である。評
価期間は3年に1度、過去3年度分（ただし、
研究活動は5年分）について行う。教員は自
己の活動状況を「個人評価調査票」に記入す
る。各部局の長は評価基準を公表し、教育、
研究、社会貢献及び管理・運営の4領域につ
いて5段階で評価する。その後各領域の評価
に重み（教員の申告）を加え、4段階で総合
評価を行う。 
教員は評価結果を自己の活動改善の資料
とし、部局の長は「問題があり改善を要する」
と評価された教員に対し、適切な指導及び助
言を行う。また、「やや問題があり改善の余
地がある」及び「問題があり改善を要する」
と評価された教員は活動改善計画書を提出
し、活動の改善に努める。 
評価結果は本人以外には公表しないが、全
学の総合的な状況について取りまとめたも
のを公表している。 

 
【イメージ】 
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【効果】 
①教員個人の教育、研究等を振り返る機会と
なった。 
②知の財産の共有化が進んでいる。 
③教育、研究に関する情報をホームページに
より学外へ公開することで、学外研究者等
との情報交流や知の創造につながってい
る。 
④各部局の評価結果を全学で取りまとめ、公
表することによってステークホルダーへ
の説明責任を果たしている。 
 
【苦労した点】 
Web システムを利用して個人評価調査票を
入力しているため、操作方法の改善や情報の
管理等システムの維持に大変な労力を要す
る。 
教員に対して個人評価実施にあたり、説明
資料を全教員に配布し説明会も開催するな
ど理解に努めたが反対者もあった。副学長
（現学長）が意見をすべて受け付け、実施へ
の固い決意を示し説明を行ったことにより、
スタート時は反対意見も出なくなった。 
 
 

☆成功のポイント 

学長の強い意志とリーダーシップが備わっ
ていた。さらに、制度構築の協力者、援助者を
見つけ出し、参加させることができた。 
 
 

★今後の課題 

個人評価システムは進化するシステムであ
ると認識している。その上で次の課題が挙げら
れる。 
①情報入力の徹底 
個人評価の認識は浸透したが、評価基準
の点数に達した時点で情報入力をやめて
しまう者がいる。教員が入力する情報が大
学の知の財産であることを啓蒙し、情報入
力の徹底を図る。 

②評価基準の平準化 
部局ごとに評価基準を定めているため、
評価結果にバラツキがある。客観的な評価
結果となることを目指し、部局間の評価基
準の調整を図る。 
③評価結果の教育、研究への反映 
個人評価調査票から教員の教育、研究情
報を収集でき、知の財産として学内外に公
開することができている。今後、この知の
財産を同大学の教育、研究活動の向上にい
かに結びつけていくかが課題である。 
 
 

○委員の所感 

岡山大学の教員の個人評価制度は、学長の強
い信念と決意、リーダーシップにより構築でき
たものと実感した。学内には制度構築への支援
者が多数おり、制度設計の基幹となる評価部分
を教員が設計し、Web システム構築を事務局が
担当するという役割分担も明確であった。 
この評価制度は、経営の基盤となる人・も

の・金・情報の中の人
．
と情報
．．
について育成、発

展させる制度となっている。教員の自己研鑽の
機会とするだけでなく、収集した膨大な情報を
学位授与機構の認証評価や国内外の研究者と
の交流に活用する等、情報を活用して組織力向
上に結びつける構想も進んでいる。 
教員の個人評価は教育、研究情報を収集し大
学の知の財産を形づくることにつながり、同時
に教員自身が評価を通じて大学経営に参画し
ていることを認識する機会となり、大学経営強
化に有用な制度であると考える。 
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 事例 教育力の強化 

教員評価の取組み 

～北九州市立大学～ 

☆本事例の中心人物 

経済学部教授会 

 

事例内容 

【概要】 
北九州市立大学では、教育研究等の活性化
やファカルティ・ディベロップメント (FD)
による能力向上を目指し教員評価を導入し
ている。教員評価では、目標を数値化・明確
化し、評価は資源の効率的な配分のため、研
究費の配分に反映し、評価の結果は本人にフ
ィードバックするようにしている。 
教員評価は全学部で実施するようになり、
基準については各学部の特性に合わせた評
価ができるように柔軟性を持たせている。 
 

【背景】 
経済学部では、研究・教育・および学内行
政の質の向上をめざして、平成 15 年度から
教員評価制度を導入した。国公立の大学では
初めての試みで、学部の教員自ら制度を考え
導入した。 
その後、他の学部でも導入されたが、全学
で統一された評価ではなく、各学部独自の制
度で行われていた。平成 17 年度から全学統
一した評価に基づき実施されている。 
 

【取組み内容】 
教育分野、研究分野、管理運営分野、社会
貢献分野の4分野についてそれぞれ5段階の
絶対評価(S,A,B,C,D)を行う。評価について
は詳しいマニュアルが配布され教員に周知
している。 
評価は①領域により定められている方法
(下記参照)で採点、②各教員の業務の内容や
分野によって自己申告でウェイトを付け、③
学部長等により所属教員数×0.5 を上限とし
た特別点を付与した合計点にて判断をする。 
 

○教育領域 
  ①担当コマ数、受講者数などの教育の実
績②学生による授業アンケート③各教員
から提出された報告書に基づく学科長、学
部長等による評価 
 ①から③を各1点から5点で採点し、それ
ぞれを4割、3割、3割の比率で合計 
○研究領域 
  ①過去3年度分の著書・論文・学会報告
②過去1年度分の被引用③その他 
 ①から③を基準表に基づき自己申告書を
提出し、学科長、学部長等により評価確定 
○管理･運営領域 
  ①学部で設ける委員会での活動②全学
で設ける委員会での活動 
 それぞれ基準点＋基準点×評価点(学部長、
委員長が付与)×1/10で素点を計算し、合
計(上限5点)。 
○社会貢献領域 
  大学で培った教育・研究の能力と成果を
社会に還元(職務と関係のない社会貢献は
含まない)。 
  自己申告をし、学部長等が評価決定する。
(上限5点) 
評価のランクに従い、研究費の配分を行
う。B以上ならば本来の研究費が確保され
る。 
結果について、全学評価委員会が大学ホ
ームページ上に公表を行っている。結果集
計を受けて、今後の評価につなげるように
している。 

 

☆成功のポイント 

①徹底した議論の末に教授会自らが導入を決
定した。 
先行した経済学部において、教授会が検討
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プロジェクトチームを立ち上げ、10ヶ月に及
ぶ激論の末に学部改革の必要性から導入を
自ら決定したため、ボトムアップの合意形成
ができていた。 
②評価システムの設計はオープンに議論され、
評価方法もすべて公開されている。 
透明性の高いシステムであり、評価される
教員が評価結果に対して信頼を寄せること
ができるようになっている。 
③経済学部の先行導入により制度のフレーム
ワークができており、利点や課題が既に洗い
出されていたため、他の学部への展開が法人
化とともにスムーズに行われた。 
④教育・研究・管理運営・社会貢献の4面にわ
たるバランスのとれた評価が行われている。 
教育、管理運営、社会貢献の側面をバラン
スよく評価しており、研究面以外の努力も評
価される仕組みとなっている。特に教育の比
重を下げないように設計されている点が重
要なポイントである。また、同大学の盛んな
地域貢献活動を支える一因ともなっている。 
⑤評価結果が教員研究費の配分に直接反映す
る。 
教員評価を研究費の配分に反映させてい
るケースは、全国でみても画期的である。学
内で競争原理に基づく効率的な資源配分を
行うツールとして機能しているとともに、教
員の教育研究活動を活性化している。 
⑥評価に学生の声が反映されている。 
教員間の評価だけでなく、学生の授業評価
が反映されており、顧客志向のシステムとな
っている。 
 
 

★今後の課題 

①全学的な展開にあたり、教育内容のバラつき
などに基づく微調整が必要である。 
経済学部で先行的に行われていたものを、
他の学部の特性に合わせて若干修正する必
要が出てきている。 
 

②学生による授業評価に対して懸念が残って
いる。 
学生の評価者としての能力や単位の取り
やすい教員の人気投票になる弊害への懸念
が残っている。 
③ファカルティ・ディベロップメントへの接続
や教員の昇任審査への活用といった点につ
いては今後の課題となっている。 
 
 

○委員の所感 

教育、研究、管理運営、地域貢献の4つの側
面で行う教員評価の導入は全国的に増えてい
るが、同大学のシステムは研究費配分に連動し
ている点で先駆的かつ画期的といえる。また、
そうした成功に甘んじずに、FDへの連動や教員
の昇任審査への活用など多機能化しつつ進化
を図っている点は興味深い。今後は、「評価疲
れ」が起きないよう、シンプルかつ透明なシス
テムを維持していくことが重要であろう。 

 第２節 教育力の強化      



 事例 教育力の強化 

教育改善と教育力の強化による就職実績の向上 

～金沢工業大学～ 

☆本事例の中心人物 

事務局職員 

 

 

 

事例内容 

【概要】 
金沢工業大学は、教育方法や教育内容を絶
え間なく改善することによって、学生の実力
を伸ばし、よい企業に就職させている。 
 

【背景】 
同大学は、地方、単科大学、女子が少ない
という不利な条件に加え、地元に約1,500人
の就職先がないという状況の中で、大学の特
色を出すことによって全国から学生を集め
る必要性に迫られていた。 
 

【取組み内容】 
・現在は、大学の名前で就職できる時代は終
わり、企業は学生の個々の力で判断するよ
うになった。企業側も良い人材が欲しいの
で、その学生が持っている素養で観るよう
になってきたのである。そうした状況の中
で、同大学は、教育の結果とは学生が就職
できることだと考え、「教育付加価値日本
一の大学」を目指して絶え間ない教育改革
を実施している。 
・「学生が来なくなれば、大学ではなくなり
ます。また、来てくれた学生の中に不満が
あるようでは大学の機能が不完全と考え
られます。」ということで、教員には学生
の教育を第一優先にしてもらうような体
制をとっている。学生の個々の力が落ちて
いると考えるのではなく、学生をいかに支
援できるかを教職員は考えている。また、
教員の個人的な研究に対しては、外部評価
を積極的に求める取組と共に、外部資金の
獲得に力を注ぐように言っている。 

  
 

・このような体制になったきっかけは、平成
3 年に数名の教職員がアメリカに視察した
ことにある。まず教育があってその延長線
上に研究があることが明確になり、そこか
ら同大学の教育改革が始まったという。ど
うすれば教員がきちっと教育していける
か、どうすれば学生が興味を持って授業を
聴くか、アメリカの ABET の Engineering 
Design教育を参考にして動き始めた。この
大学の特徴は、個々の教員の力に頼るので
はなく、全学的、組織的に展開したことで
ある。 
・一つの取組みから、どう多面的に発展させ
るか。その中で独自性と強みをどう生かし
ていくか、PDCA（Plan、Do、Check、Act）
サイクルで発展させていった。特に、「評
価」の部分では、教育点検評価部という部
門できちんと評価している点がユニーク
である。評価・改善の繰り返しの中で、今
まで見えなかったものがしだいに見えて
きたそうである。同大学の強みは、教職員
の交流が深いことであり、「学生のために
何をやったらダメというタブー」がなく、
教職員も「できることを見つけたら提案し
てみる」というボトムアップの伝統がある
ことである。 
・こうした活動の中から様々な教育改善が行
われてきた。たとえば、学生が教えてもら
いたいと思ったことに瞬時に対応する教
育支援システムとしては、工学基礎教育セ
ンターがあり、利用者は、平成 17 年で延
べ約1万5千人に上るという。工学基礎教
育センターでは、基礎教育担当の教員が随
時家庭教師のようにマンツーマンで質問
を受け付け、補習などを行っている。この
補習教育の成功実績に基づき、これを更に
専門教育に拡大していく計画を現在立て
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ている。年間延べ約9万5千人の学生が利
用するという夢考房、さらに 16 チームの
夢考房プロジェクト活動、平成 15 年から
平成18年まで毎年取得している特色GPや
現代 GP などの補助金も、学生と教職員の
創意工夫による取組をした結果である。ま
た、授業についても定期試験をなくすとい
うユニークな改革をしている。定期試験の
みで評価するのではなく、課題を中心に学
生が教育の中味として何を確認できてい
るかなどの複眼的な評価を実施している。
それが、レポートと課題が日本一多い大学
といわれるゆえんであろう。 
・このような大学側の教育改善に対して学生
側もきわめて積極的である。「宿題がいっ
ぱいあって大変だが、他人の文章を真似し
ていたのはまずいのではないか」というこ
とで、学友会で決議して「学生宣言」を出
している。以上のことからもこの大学には
学生・教職員・理事の信頼関係が深く根付
いていることが伺える。 
 
【結果】 
昨年、朝日新聞で行った全国427大学学長
を対象としたアンケート調査で、教育分野で
1位、就職指導で2位の評価を得るほど、学
生に対する面倒見のよい大学、就職実績の高
い大学との評価が全国的に定着した。 
 
 

☆成功のポイント 

同大学には、学生募集のノウハウを聴きに行
ったが、「学生募集単独では考えていませんし、
特別なことも何もやっていません。今人気の看
護系でも集まっているところと集まらないと
ころがあります。企業でも売れるメーカーと売
れないメーカーがあります。ですから、理工系
離れにもあわてることはありません。工学部と
いうことではなくて、大学としての魅力を作る
ように努力していくだけです。」ということで
あった。入試改革や学生募集のテクニックだけ

で学生を集めるのではなく、教育の内容をいか
に学生に、より分かりやすく伝えることに努力
しているかということである。教育の中味をし
っかり知ってほしいために、入学案内は他の大
学と比べてかなり厚いものになっている。学生
が集まらなくなったからといって、すぐに改組
転換だけを検討している大学もあるようだが、
それだけではないだろう。絶え間ない教育改善
をして、すぐれた教育内容を受験生に忠実に伝
えることが成功のポイントだと思われた。 
 
 

★今後の課題 

 社会の高い評価に安住することなく、社会か
ら信頼され必要とされる大学となるべく、教育
に対する高い改善意欲をどう持続していくこ
とができるか、それが今後の大きな課題である
と思われる。 
  
 

○委員の所感 

理事会が明確な方針を出し、教職員が一致協
力して遂行し、そして学生が変わるという見事
な事例である。「大学が大切なのは、オープン
になること、隠すことは何もありません」とい
う企画調整部長の言葉が、同大学の強みをあら
わしているように思われた。 
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 事例 教育力の強化 

クラス担任制・ゼミ担当制による少人数教育の徹底 

～金城大学・短期大学部～ 

☆本事例の中心人物 

理事長 

事務局 

 

 

事例内容 

【概要】 
加藤理事長は、金城大学短期大学部のクラ
ス担任制による学生に対する面倒見のよさ
を大学のゼミに広げようとした。それが学園
全体の教育理念（金城イズム）として定着し、
見事な教育重視の大学に脱皮しつつある。 

【背景】 
短期大学部はクラス担任制の少人数教育
のよさを発揮して教育が全体の80%を占める
が、大学は研究50%、教育50%で、もう少し
教育に力を入れてほしい状況にあった。現在、
理事長は、少人数教育の理念をこれからの3
年間で大学に植え付けようとしている。 

【取組み内容】 
①短期大学部の取組み 
短期大学部の教員は、高等学校の校長出
身者が多く、非常に教育熱心である。事務
もしっかりしており、全ての部長職を教員
が担当し、そこで短期大学部の重要事項が
決められている。短期大学部の専任教員は、
拘束時間が決められており、月曜から金曜
まで 8時 45 分までに出勤し、全員で朝礼
をしている。現在、短期大学部の教員は、
自然に2つのタイプに分かれており、校内
で学生指導を含めた教育に専念する人と
学生募集や社会活動などに貢献する人と
役割分担している。短期大学部には、常に
学生の面倒を見るクラス担任がおり、問題
を抱える学生に対しては、すぐに先生が面
接する体制が整っている。一方、高等学校
に対する説明会や出前講義では、教員が短
期大学部の金城イズムをじっくり説明し
ている。短期大学部の入試広報も教員中心
で実に緻密にやっている。 
短期大学部で最も力を発揮しているの 

 
がクラス制で、教育上大きな役割を果たし
ている。毎日 8時 55 分にクラス担任がク
ラスに出て話をし、担任の教員が学生の様
子をじっくり観察している。全ての学生に
ついて誰かが詳しく知っている状態にあ
る。「落ちこぼれの学生を一人もださない」
という意気込みで学生に対応しているの
で、退学者は、他の短期大学部と比べて少
ない。短期大学部の授業は、学生が動かず、
教員が移動して授業をするので、クラスの
学生達の結びつきがきわめて強い。それは、
クラスごとに盛り上がっている卒業式後
のパーティをみれば理解していただける
とのことであった。 

 ②大学の取組み 
大学は、設立の際に国立大学の出身者を
採用したことにより、金城イズムがうまく
機能しなかった。国立大学の出身者は、研
究重視で、学生指導や事務的な仕事に熱心
に取り組まない傾向がある。そのため大学
全体の教員も気楽なほうに流れ、教員の仕
事量が大幅に減ってしまった。「学生中心
に物事を考えてくれる人がほしい」ので、
もう国立大学出身者はあまり採用したく
ないそうである。「教員の研究は、あくま
で学生の教育に直接関係するものでなく
てはいけない」という理事長の言葉には説
得力があった。 
大学は、教育システムや設備の関係で簡
単にクラス制にできない。そこで、短期大
学部で行われているような教育を行うた
めに少人数ゼミを作り、ゼミの担当者がク
ラス担任の役割を果たしつつある。たとえ
ば、学生が講義を3回休むと、教務部から
ゼミ担当の先生に連絡がいき、すぐに面談
できる体制が整っている。 
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【結果】 
大学では、国立大学出身の教員がほとんど
退職したこと、短期大学部の教職員を大学に
異動させることなどにより、教育中心の金城
の理念が学園全体に広がりつつある。「大学
教育に金城イズムが浸透するには、10年かか
る」という理事長の理念の実現が待ち遠しい。 
 

☆成功のポイント 

①理事長のリーダーシップ 
・「教育とは、先生と学生の全人格のぶつか
り合いの中から学生の心の中に生まれて
くる何らかのよい影響である」と理事長は
述べ、学生中心の教育に徹することだとい
う大学・短期大学部の教育理念を明確にし
た。これにより教職員の努力の方向性や目
標が明確になり、教職員に一体感が生まれ
た。 
・学部、学科、コースなどの改組は、教授会
で検討せず、全て理事長直轄の法人本部企
画室で検討し理事会で決定する。それらの
問題を教授会で検討すると、教員のエネル
ギーが消え、教育に集中できないからだと
いうことである。大学・短期大学部の方向
性は理事会で決定し、その目標と目的を教
職員が全力で実施するというガバナンス
が確立している。 
・学生募集の広告など学生募集体制が、理事
会を中心に行なわれている。たとえば、3
年連続で北国新聞広告賞を取ったラッピ
ング広告などは、表紙から4面まで連続し
て載せているが、このようなことは理事長
の強いリーダーシップがなければできな
いことだと思われた。 

②教員の事務職兼務 
・「教職員が融合するためには、教員に事務
の仕事をさせることだ。一方は、事務職員
が教授会に全て出席している」という理事
長の言葉のとおり、教員と職員が一つの方
向で協力していた。教員が事務を兼務する
ことにより、学園の現状を把握し、危機感

を共有する上でうまく機能しているよう
である。 
 

★今後の課題 

 現在の理事長が高齢のため、理事長交代後も
学生への「教育中心の体制」（金城イズム）が
継続できるかどうかが、大きな課題である。 
 

○委員の所感 

①「全ての授業を 40 人程度の受講者数で行な
うのが少人数教育であり、一方の授業で 300
人、他方の授業を3､4人でやるのが少人数教
育ではない」という理事長の言葉には説得力
があり、少人数教育の本当の意味が理解でき
た。 
②短期大学部のクラス制の少人数教育の役割
を大学ではゼミで担うという考え方はよい
と思われる。教員が個々の学生と接すること
ができるゼミ教育を強化し、そこで教育から
就職の世話までしっかりすれば、｢ゼミのブ
ランド化｣も可能になると思われた。 
③現在、学生が集まらず、経営難に陥っている
地方の中小規模の大学ほど、国立大学の教授
会自治理念を導入し、理事会の機能が発揮さ
れていない。私立大学の多くは、最先端の研
究者を養成しているのではなく、企業でしっ
かり働く社会人を養成する場である。したが
って、同学園の教育中心の生き方は、地方の
私立大学の進むべきモデルの一つになるの
ではないかと確信した。 
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 事例 教育力の強化 

教員の任期制導入 

～星城大学～ 

☆本事例の中心人物 

事務局長 

 

事例内容 

【概要】 
星城大学では、短期大学から大学へ移行し
た際に、学部学科の構成について大きく見直
し、それまでの「英語科」「国際文化科」か
ら、全く分野の異なる「経営学部」「リハビ
リテーション学部」へと改組するとともに、
教員に対する5年任期制の導入を行った。 

【背景】 
名古屋明徳短期大学を開設して10年以上
が経過していたが、恒常的な定員割れの状態
であった。このような状況の中で、学内の危
機感が高まり事務局長を中心として一連の
改革に取組んだ。改革の大きな柱は、①短期
大学から大学への改組、②学部学科の見直し、
③教員の5年任期制導入である。 

【取組み内容】 
＜学部学科の改組＞ 
学部学科の改組については、受験生がどう
いった進学ニーズを持っているか、急激な高
齢化を迎える社会からのニーズは何かを十
分に分析した結果、全く分野の異なる2学部
の開設となった。これらの学部では、「あら
ゆる面において実務に即応できる人材の育
成」を目標とし、カリキュラムの策定や実務
経験豊かな教員の招聘を行った。 

 
＜教員の5年任期制＞ 
「責任を持たせる教育の実施」という観点
から、教員の任期制を導入した。短期大学か
ら大学へ改組するタイミングで一旦全教員
を解雇し、大学では5年の任期制承諾を条件
として教員の採用を行った。5年という期間
は1人の学生が卒業する期間（留年生を考慮
して）である。 
評価は教育、研究、貢献度を3つの柱とし、
「教育貢献度」「大学行政貢献度」「研究貢
献度」「著作貢献度」「社会貢献度」につい
て、教育内容の向上を図る立場から改善を促
すシステムとして構築されている。 

【結果】 
学部の改組については事前のニーズ把握
の甲斐もあり、平均して約110%の定員充足率
を達成した。 
任期制については採用の条件として明示
していたため、大きな混乱もなくスムーズに
進んでいる。また、任期制導入の成果として、
学生のニーズに応える授業の実施や、これま
で教員の関わりが薄かった学生募集への参
加等、教員の意識改革が進んだ。平成 18 年
度末に初めての契約更新を迎えることにな
るが、現段階では全員が更新できる見通しで
ある。 
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☆成功のポイント 

平成 15 年の設立以来大学を支えてきた事務
局長の先見性や人脈、マネジメント能力等、事
務局長の強力なリーダーシップの発揮がこの
一連の改革の原動力となっている。 
中京地域での先駆的なリハビリテーション
学部や平成 18 年度開設の医療マネジメントコ
ースなど、学生や社会のニーズを的確に捉えて
将来を見越した学部学科の改組を行ったこと
が、定員充足率の大幅な増加に繋がっている。
また、教員の任期制導入にあたっては、採用の
条件として任期制を定めたことにより、現場に
大きな混乱が起こることもなく、スムーズなス
タートを切ることができた。 
このような改革を進めていく上で、改革のス
ピードについていけない者も出ているが、事務
局長の精神面でのフォローや適切な配置転換
などで、かえって能力が発揮できるようになる
ことも少なくない。 
 
 
 

★今後の課題 

同大学の場合は、短期大学から4年制の大学
へ転換するタイミングを上手く活用して改革
を成功させた事例であるが、今後、大学が成熟
期を迎えるにあたり改革を進めていくために
はより強力な原動力が必要となる。事務局長が
これまでどおり強力なリーダーシップを発揮
されることはもちろんであるが、リーダーを補
佐する人材、若しくは学内改革を率いていく人
材の育成が今後の課題となるであろう。 
これまで、学生、社会のニーズを的確に捉え
た学部改組で成功してきたが、今後もし仮に、
これまでと全く分野の異なる学部を新設する
となると、それに伴う教員の確保が非常に難し
くなってくるであろう。これは、教員の任期制
にも関わる問題であり、更なる検討が必要であ
る。 

○委員の所感 

事務局長の能力の高さや人間的魅力に基づ
くリーダーシップの発揮は、この一連の改革に
なくてはならない重要な要素の一つであった
と感じる。ただ単に改革を推し進めていくだけ
ではなく、それに伴い発生する課題に対しても
積極的に対応していくという姿勢が周りの教
職員の信頼を得る結果となっているのだろう。 
事務局長のリーダーシップが非常に強力で
あるだけに、次期の事務局長に求められるもの
も非常に大きなものになると思われるが、事務
局長の背中を見ながら、日々業務を遂行する教
職員の中から新しいリーダーが誕生すること
を期待したい。 
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 事例 教育力の強化 

学生確保とカリキュラム改革 

～多摩美術大学～ 

☆本事例の中心人物 

教員 

 

 

 

事例内容 

【概要】 
平成 12 年 4 月多摩美術大学に、大手自動

車メーカー常務取締役で同大学卒業生であ
る岩倉信弥氏が教授として着任した。同教
授は近年の入学志願者数の減少に対して危
機感を持ち、生産デザイン学科（プロダク
トデザイン専攻。以下「プロダクト専攻」
という。）の「5ヵ年計画」「10 年ビジョ
ン」を作成し、プロダクト専攻の改革に取
組んだ。 
今後の課題として「教育目標の明確化」

及び「入学志願者数の増加」「学生の質の
向上」等を掲げ、カリキュラム改革や学生
募集活動の見直しを行った。その結果、入
学志願者数はわずかながら増加し､目的意
識の高い優れた学生を確保することが可能
となった。 
 
【背景】 
同学科は全国の大学の平均と比較すると

志願倍率は高く、入学志願者数も入学定員
を上回っていたが、過去からの長期的な推
移をみると入学志願者数は減少傾向にあっ
た。 
しかし、「不況だから・・」「他校と比

較すれば・・」等々の雰囲気があり、今ま
でよりさらに学生の確保及び質の向上を目
指すこと等が課題となっていた。 
 
【取組み内容】 
同教授はプロダクト専攻の目標を設定し、

非常勤を含む全教員の協力を得て学生確保
とカリキュラム改革に取組んだ。 
カリキュラムの見直しでは、4年間で「ど

んな学生に育てるか」という目標を定めた

上で、カリキュラムマップを作成し、重複
部分や不足部分、それに必要とする新たな
授業の確認を行った。この現状把握をもと
に、4 年間で総合的な学習ができるようバ
ランスの取れたカリキュラムを作成した。 
学生募集活動では、教員や場合によって

は学生が全国の高等学校や予備校等へ今ま
で以上に足を運び、カリキュラムの内容や
教員・学生の作品、学校の施設設備等プロ
ダクト専攻の内容を詳細に説明した。同大
学で始めて作成したプロダクト専攻のパン
フレットは、分かりやすさを重視し、カリ
キュラム内容の他、教育活動に関する方向
性などを示すと共に、教員と学生、加えて
社会で活動する卒業生の顔写真を掲載する
など、入学から卒業、就職先のことまで具
体的なイメージを伝えるように工夫した。 
社会で活躍している卒業生に大学に来て

もらい、学生に生きた活動内容を伝えても
らっている（サロン）。このことは、カリ
キュラム改革や学生募集活動の見直し、さ
らには就職活動の参考となっている他、学
生たちの帰属意識とモチベーションの向上
に役立っている。 
 
【効果】 
①入学志願者数が平成14年度は556名だ
ったが、平成 18 年度は 589 名と増加し
ている。 

②歩留率が、平成 14 年度の 72%から、平
成 18 年度には 95%に上昇しており、受
験生がプロダクト専攻を第一希望とし
て志願していることが確認できるよう
になった｡ 

③学生確保のために他の学科の教員も、
今までより多くの高等学校や予備校等
に足を運ぶようになった。そのほか、
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説明に使用するオリジナルパンフレッ
トもほとんどの学科で作成されるよう
になった。 

 ④オープンキャンパスでは、どの学科で
も学生が自ら作成した作品をアピール
するようになるなど、学生のモチベー
ションが高まり、大学への評価も高ま
った。 

 
【苦労した点】 
①明確な目標を打ち出しても、成果確認
に時間がかかることもあり、経営改革
への取組みに対する財政措置も遅れが
ちであった。 

②日常業務や産学共同研究等の特別業務
に追われ、カリキュラムの見直しにつ
いて詳細に検討する機会が先送りにな
り、カリキュラム改革の重要性を理解
するまで時間を要した。 

 
 

☆成功のポイント 

①教授のリーダーシップの発揮 
同教授の「総合力」を基本としたカリ

キュラム改革と学生募集活動を教員が理
解し、協力した。 

②教育目標の明確化 
「世界に通用する自立したデザイナー

を育成する」という明確な教育目標を掲
げたこと。 

③プロダクト専攻内の強い結束 
プロダクト専攻の教員、学生、卒業生

等が議論や体験を通して協力し合い全体
のモチベーションが向上したこと。 
④計画実行を目に見える形で推進したこと 
 

★今後の課題 

①ビジョンの見直し 
5 年前に作成した「10 年ビジョン」を

現状に適合させる為の見直し（入学定員

の適切な設定、入学志願者数の確保、教
育内容と研究の質の向上、就職先の確保
等） 

②共同研究 
世界のデザイン教育の先駆的立場を目

指すため、共同研究を世界各地へ発信。 
③時間の短縮 
プロジェクトに要する企画・実行時間

の短縮化。 
 

○委員の所感 

同教授の話を伺い、行動すること、特に
カリキュラム等の改革は関係教員の理解と
協力を得られるよう努力することの大切さ
を痛感した。またプロダクト専攻の魅力が
高まることにより、優秀な学生が集まり、
そのことが本当に魅力ある大学や学科とし
て認められることになると実感した。同大
学プロダクト専攻の事例により、リーダー
が高い目標意識を持ち、粘り強い努力を続
けていけば、大学の改革は可能になると確
信した。 
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 事例 教育力の強化 

学生の人間力を育てる興動館教育プログラム 

～広島経済大学～ 

☆本事例の中心人物 

学長 

 

事例内容 

【概要】 
石田学園広島経済大学は社会学系複数学科
を設置する大学である。同大学は社会が期待
する人材を育成するという観点に立ち、「ゼ
ロから立ち上げる」興動人の育成をスローガ
ンに新たな教育プログラムを開発した。この
プログラムは実践を重視し、起業やボランテ
ィアなど様々なプロジェクトを学生が企画し
実践する場を提供する。さらに実践に必要と
される科目群を用意し、学生は実践に必要な
知識を豊富な科目群の中から履修し知識・能
力を修得してプロジェクトの推進に役立てて
いる。本プログラムは、従来の社会学系大学
の伝統的な知識提供型教育と異なり、大学で
の授業が社会の活動の中でどのように活かさ
れるのかを学生に気づかせ、主体的に知識を
獲得する姿勢を育成している。 
 
【背景】 
日本の社会学系大学が行う講義を主体とし
た教育が、社会が期待する人材の育成に十分
につながっていないという認識に立ち、新し
い社会学系教育プログラムについて検討した。 
検討の中では経済団体が行った企業が求め
る人材像や知識・能力・態度などを基に様々
な角度から調査、分析し、実践と知識の修得
を融合した教育プログラムを開発した。 
このプログラムの開発には、大学側の人材
育成への熱い想いが背景にある。 
 
【取組み内容】 
このプログラムは、｢興動館科目｣と｢興動館
プロジェクト｣の 2 つのプログラムから構成

されている。 
「興動館科目」は経験や実践する場の提供
を目的とし、「元気力」「企画力」「行動力」
「共生力」の4つのフィールドにより構成し
ている。各科目には少人数・双方向授業・体
や手を動かす・フィールドワーク重視・発表
重視の条件を課している。なお、「興動館科
目」は自由選択科目に属し、単位を付与して
いる。   
「興動館プロジェクト」は学生が主体とな
り、国際交流・社会貢献・地域活性化・経済
活動等に関する活動を学生同士が集団で行
うものである。プロジェクトの企画・準備・
実行・交渉・予算管理・報告・発表などすべ
てを学生主体で行う。この活動を通して実社
会で必要な「人間力」を養い、「ゼロから立
ち上げる」興動人を育成することを目的とし
ている。 
プロジェクトの遂行に必要な知識を興動館
科目で修得し、知識をプロジェクトで実践す
るという相互作用を生んでいる。 
 

【イメージ】 

 
 

 
 

   

主催プロジェクト
-大学が主催-

公認プロジェクト
-学生からの申請-

準公認プロジェト
-学生からの申請-

相互
作用

「ゼロから立ち上げる」興動人に必要な人間力の育成

興動館教育
プログラム

興動館科目 興動館
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

元気力
ﾌｨｰﾙﾄﾞ

共生力
ﾌｨｰﾙﾄﾞ

企画力
ﾌｨｰﾙﾄﾞ

行動力
ﾌｨｰﾙﾄﾞ人間力
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【効果】 
①学問への興味の芽生え 
プロジェクトの活動を通じて学生自ら
が必要な学問に興味をもち、知識を得よう
とする姿勢が身に付く。学問修得の依存的
姿勢から主体的姿勢への転換。 

②リーダーシップと協調性の育成 
多人数で活動することによりリーダー
シップの意識が生まれ、仲間との協調性が
育まれる。 

③コミュニケーション力の育成 
コミュニケーションがプロジェクト遂
行に必要であることを認識し、自己表現力、
理解力が育まれる。 

④社会常識の修得 
企業や地域社会と接点を持つことによ
り、ビジネスマナーや社会人としての姿勢、
言動が育まれる。 

 
【苦労している点】 
○学生と指導教員との関係 
主体は学生であるので教員はあくまでも
支援者でなければならない。特にプロジェク
トの推進では学生にイニシアチブをもたせ
なければならず、指導と支援の区分に苦労し
ている。また、プロジェクトの推進では教員
が専門外のプロジェクトを指導しなければ
ならない場合もあり、教員にも新たな取り組
みが求められる。 
 
 

☆成功のポイント 

①経営者層に強いリーダーシップが備わって
いた。 
②学内外に情報を開示し、支援を仰ぐことがで
きた。成果を上げることを急がない姿勢があ
った。 
③スタート時点で学生自らがゴールを定め、ゴ
ールに向けて学習、活動することを気付かせ
ることができた。 
 

★今後の課題 

①プロジェクト参加希望者の急増と支援体制
の充実 
興動館プロジェクトへの申請が急増して
おり、教員や事務局の増強、改善が見込まれ
る。 
②興動館科目の拡大 
学生からの要望や多様化するプロジェク
トに対応するため、興動館科目の拡大、充実
と教員への支援要請、従来科目との連携を検
討している。 
③キャリアセンターとの連携 
興動館教育プログラムで得られた知識、能
力等を社会で活かすことができるようにキ
ャリアセンターと連携し、学生の卒業後の進
路指導を充実する。 
 
 
 
 
 
 

○委員の所感 

このプログラムはマネジメントの実践であ
り、人間の成長に必要な“場”を提供するプロ
グラムである。企業内研修で行われているコア
人材育成プログラムに類似する点もあり、まさ
に社会が求める人材の育成プログラムである
といえる。プログラムでは常に学生を中心に置
き、学生の主体性、自立（律）姿勢を引き出し
ている。教職員は学生を支援する姿勢を貫き、
学生に学問への“気づき”、起業やプロジェク
ト推進での失敗と成功を通して成長を体験さ
せている点に好感が持てる。 
学長の「たき火に当たる者ではなく、自らが
たき火となり人を暖めよ」という人材育成への
熱い想いが学生、教職員さらには地域社会へこ
のプログラムを広げている。 
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 事例 教育力の強化 

就職後3年間のケア 

～広島工業大学～ 

☆本事例の中心人物 

就職部長 

 

 

事例内容 

【概要】 
広島工業大学では、「これからの4年間と、
それからの3年間を見守り続けます。」とい
うキャッチフレーズを掲げ、在学時の就職支
援ばかりでなく、就職後のケアも行っている。
就職先の企業についても考え、ただ内定率を
上げるだけではなく、学生にとって最善のア
ドバイスを送っている。 

 
【背景】 

以前から就職支援について積極的に取組
みを行っていた。現在就職部長である宮崎氏
が就職委員長に就任した平成16 年度より学
生、教職員の就職に対する意識変革を行い、
全学で支援を行う体制作りを行った。 

 
【取組み内容】 

学生、教職員に対し就職支援への姿勢を強
く意識させるため、学内広報を行い、結果オ
ーライから目的達成型に変わってきた。周知
した基本姿勢は、大学の使命として「内定率
の向上」、誇りを持って働ける質の高い企業
への就職を目指す「内定の質の向上」、企業
に押し込むのではなく卒業後も支援してい

く「早期離職率の低減」を掲げている。 
学生に対する指導の際には、学生の特徴を
捉え、安易な考えの地元就職だけではなく、
東京、大阪など他地域の企業の紹介も行い、
視野を広げるアドバイスを行っている。その
ため、就職支援ツアーを東京、大阪、福岡で
実施している。内定状況をゼミごとに集計し、
理事長・学長へ報告し、場合によっては事情
説明を行い、教員にも就職支援は教員の本業
であることを意識させている。 
職業意識の向上、技術者資格の取得支援、
特定スキルの習得を柱とした講演会、講座を
開設し社会から求められる人材の育成に努
めている。 
就職後、職場での悩み相談や、離職者の就
職斡旋の窓口として就職部にホットライン
を設け、卒業生に文書で案内を行っている。
また、全卒業生対象に離職率の把握を行って
いる。 

 
【結果】 

平成18 年 3 月卒業者は、内定率96.7%、
正社員率100%、技術職率82.1%、大手企業内
定率が38.8%と非常に就職に強い大学となっ
ており、受験生の保護者にも認知され好評を
得ている。 

 
【イメージ】 
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☆成功のポイント 

①教職員も学生も常に「就職」を意識せざるを
得ないように就職状況の情報を逐次公表し、
チェッさせている。 
②トップ（理事長・学長）の全面的なバックア
ップがあり、学生の「就職」に関する教員の
活動を「雑用」ではなく、「職務」として認
識させることが可能となっている。 
③企業での経験を持つ教員が就職部長として
活動の推進役にあたっている。また、就職部
長を教員とすることで事務局と教学側の連
絡・調整が円滑に進むようになっている。 
④スローガンや方針で内定先の質や就職後ま
で大学がケアしてくれる点が明確になって
いる。 
⑤学生の人生にとって就職がどのような意味
を持つのかを考えている。内定率といった一
時的な数値を見るのではなく、学生がプロフ
ェッショナルとしてより良い人生を送るこ
とを見渡した取り組みとなっている。 
⑥入学定員1,080名という規模がきめ細かいケ
アを行うのに最適な規模となっている。 
⑦東京・大阪・福岡で開催している支援ツアー
で、すでに就職している先輩から生の声を聞
いて、不安を取り除いている。また、各企業
で先輩が相談役となり早期離職を防ぐ一翼
を担っている。 
 
 

★今後の課題 

①早期離職率を現在の11%台後半から1ケタ台
にしていく。3 年以内の早期離職率の全国平
均が 35.7%であるのに比較すると、すでに低
い水準にあるが、1 ケタ台というさらに高い
目標を設けて努力を続けている。 
②全体の内定率が 96.7%であるが女子の内定率
は 89.0%となっている。女子には特別な支援
を行い、内定率の向上を図ることとしている。
→（平成 19 年 1 月、女子学生キャリアデザ

インセンターを新設） 
③大学に入学すれば親の責任はおしまいとい
う放任意識があり、保護者の理解を得て、さ
らに取り組みを強化する必要がある。 
※ 3 年以内の離職率全国平均：厚生労働省職
業安定局「職業安定業務統計」（平成 18 年
11月） 
 
 

○委員の所感 

教職員と学生の意識改革に重点をおき、内定
率の向上だけではなく、早期離職の防止を含め
た学生の職業人生全体への支援を考えている
「視野の広さ」が成功の根源である。そのため
の取り組みは多岐に渡り、複合した効果をもた
らしているが、就職部長のリーダーシップのも
と、「就職先の質」に目を向けさせている点が
特に重要と考えられる。過去の成功に甘んじず、
取り組みを日々改善する姿勢から、職業人とし
ての技術者を輩出するには最適の大学と見受
けられた。 
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 事例 教育力の強化 

教職員が一体となった学生サポート 

～安田女子大学～ 

☆本事例の中心人物 

学長・事務局長 

教員 

自校出身職員 

 

事例内容 

【概要】 
安田女子大学は、昭和41年開学。現在、
文学部、現代ビジネス学部、家政学部の3学
部7学科、博士課程3専攻を設置し、学生数
は2,838人（大学院生を除く）の中規模女子
大学である。 
同大学では、①建学の精神を中心に据えた
教育重視の大学、②常に「学生にとっての大
学」を意識した運営、③女子一貫教育を掲げ
る学園の一翼を担う大学という基本姿勢を
掲げ運営をしているが、その実現のための取
り組みとして、教職員が一体となった学生サ
ポートを実施している。 
その一つが、高等学校のクラス担任に相当
するチューター制度であり、入学時の大学へ
の適応に始まり、学習上の支援、学生生活全
般、就職支援に至るまで4年間持ち上がりで
手厚いケアを行っている。また、多くの大学
で学部事務局の一元化が図られる傾向にあ
る中、各学科に教務職員を1～2名ずつ配置
し、学生の立場に立って学生生活全体をサポ
ートしている。 

【背景】 
全国的に女子大学において入学志願者数
の減少が懸念されており、共学化する女子大
も少なくない。また、厳しい就職事情から、
資格取得等を優先した教育が志向されてい
る。そういう状況の中、卒業生に対する地元
経済界等のニーズの発掘、自大学の文化をし
っかりと踏まえた学生育成、そしてサポート
戦略が求められている。 

【取組み内容】 
 ①チューター制度 
  ・常に学生と親密な人格的接触を保ちながら、

女子教育を実践するため昭和 41 年の開学

時に、補導主任制度としてスタート。 
  ・1クラス40名～60名で編成されたクラス

ごとに 1 名の教員がチューターとして配
置される。 

  ・チューターは原則1年生から4年生まで持
ち上がりになっている。 

  ・授業を3回欠席した時点で授業担当者から
チューターに連絡が入り、学生の異変に気
づいたチューターが速やかに対策をとる。 

  ・GPA等を利用して、学生の成績、学習への
取り組みの変化をいち早く捉え、助言･指
導を行う。 

  ・チューターはほぼ毎日出勤し、オフィスア
ワー以外にも学生が気軽に研究室に訪問
できるようにしている。 
・毎週木曜の2時限に全学でいわばホーム・
ルームにあたる「まほろばタイム」を実施
しており、チューターが学生の中から互選
された委員の自主性を尊重しながら運営
している。 

 ②学科教務職員 
  ・教員と事務局をつなぐパイプの役割として

7 学科にそれぞれ 1～2 名ずつ学科担当の
教務職員を配置。 

  ・履修相談、進路相談など、学習や就職に関
する相談に乗っている。 

  ・教員に対する意見・要望の受付窓口として
機能している。 

  ・大学全体に対する意見・要望の受付窓口と
して機能している。 

  ・学生寄りの立場で、時には学長・事務局長
にも意見具申を行う。 

  ・相談内容は学生生活における全てで、時に
は友人関係まで多岐にわたる。 

  ・学生の相談内容によっては、専門のカウン
セラーを置いている学生相談室を紹介し、
必要なフォローを教員・大学側に要請する。 
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【結果】 
目に見える結果としては、中途退学率が平
成16年度は0.89%で、中・四国35大学平均
の 2.98%を大きく下回っており、過去 10 年
間の平均も0.94%と非常に低い数字となって
いる。また、就職率が高く、平成17年度に
は、エコノミスト誌調べで全国女子大学中3
位となっている。卒業生を受け入れた地元企
業等から、職業人としての能力のみならず、
職場での自主性、協調性においても高い評価
を受けていると大学側は自負している。 
 
 

☆成功のポイント 

①学生のための運営をしている 
・大学祭などで学生が実施したアンケート結果 
も真摯に受け止め、実施できるものから実施 
している。 
・事務局カウンター対応で声が掛けやすい状況
になっている。 
②新入生オリエンテーションセミナーの実施 
・学生主体の行事で5月に行われ、入学間もな
い時期の不安等を払拭している。 
・運営する学生リーダー達への事前指導をきっ
ちり行い、本番当日は学生を前面に出してい
る。 
③教員へのチューター制度への理解の徹底 
・チューター制度に戸惑いがちな新任教員には
同僚の教員をメンターとして付けサポート
する。 
・新任の教員については原則として1年間はチ
ューターの職務を免除し、制度を学んでもら
う。 
④高い職員のモチベーションの維持 
・決して多いといえない職員数の中、手厚いサ
ポートは職員の業務を過重にしがちだが、全
職員へのヒアリングを通じモチベーション
の維持を図っている。 
・大学文化と自大学の長所をよく理解した自校
出身職員が高いモチベーションの牽引役と
なっている。 

★今後の課題 

①自校出身者による、いわば家族的な関係は成
功のポイントでもあるが、教員との師弟関係
が、職員リードの大学改革を阻害する場合も
ありうる。 
②薬学部の増設等、今後さらに大学が大きくな
るにしたがって、多くの新たな職員も参加す
る中、教職員一体となった関係にも変化が生
まれる可能性がある。現在、適切な人事異動
や資格制度を設け、スタッフ人材のよりきめ
細かな育成を模索している。 
 
 

○委員の所感 

共学化や教育の高度化を謳い、就職率を獲得
する手法に走る大学が多い中で、浮き足立つこ
となく、時代とともに変わっていかなければな
らないことを踏まえて大学の施設環境の整備
を進め、逆に変えてはならないことを踏まえ、
伝統的なサポート体制を堅持しているところ
にこの大学の魅力があるのだと思われる。大学
の幹部教職員が地元社会の本音の人材要求を
丁寧にヒアリングし、これまでなぜ安田の卒業
生の評価が高かったのかを緻密に分析して、教
職員に安田ブランドの確立を訴え続けている
成果と思われる。 
また、卒業生が高い評価を得ているという大
学の自己評価は、自校出身の職員の仕事振りか
ら納得できるものであった。そして学生たちが、
日頃接する職員を理想の職業人として評価し
ているという事実から、教育の中味とともに人
間的な触れあいが、学ぶ意欲を持つ若い女性た
ちにいかに大きな影響を与えるか、その重みを
実感した。 
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 事例 教育力の強化 

徹底したキャリア教育 
～山梨学院大学～ 

☆本事例の中心人物 

学長 

就職・キャリアセンター 

卒業生組織「山翡翠の会」 

 

事例内容 

【概要】 
ここまで徹底した就職支援体制の例を他
に見ない。「就職に強い山梨学院、就職の山
梨学院」と言われる現在を創りあげた「新入
学の 4 月から卒業まで年間を通じて計画さ
れ、年次ごとに連続する就職支援（キャリア
形成支援）体制」を支える「就職・キャリア
センター」の事例。 

【背景】 
社会人としての第一歩を踏み出そうとす
る学生にそれぞれの資質や適性に合った希
望通りの就職を実現してもらいたい（就職支
援からキャリア形成支援へ）との考えのもと、
きめ細かな支援体制を整え、学生のキャリア
形成を強力にバックアップする必要があっ
た。 

【取組み内容】 
「就職・キャリアセンター」にはキャリ
ア・ディベロップメント・アドバイザー（C・
D・A）資格者をはじめ、公務員試験のエキス
パートや資格試験のプロ、企業担当などそれ
ぞれ専門分野を有するスタッフが常駐して
おり、実社会の現状に直結した的確なアドバ
イスを行っている点に特長がある。 
①4年間にわたる段階的指導 
・1、2年次には進路選びの指針となる「進
路ガイダンス」「キャリアプラン講座」な
どを行うほか、グループワーク形式の「自
分彩発見セミナー」を実施して、自分の適
職を探る「キッカケづくり」をアシスト。
3年次では「総合適性検査」「キャリアプ
ラン実践講座」「内定者報告会」など、よ
り具体的で実践的なコンテンツを用意。多
彩な支援プログラムから学生は必要な時
に必要なプログラムを自由に選んで受講。 

・手帳の機能に加え、履歴書の書き方、会社
訪問時の服装やマナー、面接時の留意点な
ど、実際の就職活動に役立つ情報を満載し
たオリジナルの「就職ノート」を全学生に
配付。 
②資格対策講座 
・資格取得をサポートする各種対策講座の充
実。販売士や宅地建物取引主任者（宅建）、
ファイナンシャルプランニング技能士、初
級システムアドミニストレータ、秘書検定
などの資格試験から、教員・公務員採用試
験、企業の筆記試験など目標に応じた多種
の受験対策講座を開講。 
・公務員試験をめざす学生を対象に24時間
開放型の「公務員研究室」を設置。この他
にも司法試験対策を目的とする「司法研究
室」、公認会計士や日商簿記1級合格をめ
ざす「資格チャレンジ総合研究室」、情報
処理技術者試験などをサポートする「情報
処理特別教室」など学科の特性に応じた研
究室を置き、学生のキャリアアップを支援。 
③プログラム例 
・自分自身を見つめ、めざす職業を浮き彫り
にする自分彩発見セミナー（1～2年生対
象） 
・入学直後から個別に行うキャリア・カウン
セリング（進路相談） 

・就職のモチベーションを高める1泊2日の
就職合宿セミナー 

・就職活動の役立つ情報をタイムリーに伝え
るキャリアプラン実践講座 
・出題された入社試験問題を活用し、実践力
を養う就職試験対策講座 
・第一線の現場で活躍する先輩たちから企 
業の現状と就職活動体験を学ぶ業界別懇
談会 
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【結果】 

河合塾「大学別公務員就職者数、法・政治
学系」において、同大学は、中央大学、東京
大学、京都大学に次ぐ第4位にランクされ、
公務員試験対策のノウハウを有する就職・キ
ャリアセンターのスタッフをはじめ、24 時
間開放型の「公務員研究室」、毎週のように
実施している「模擬試験」等多彩なサポート
制度を積極的に活用し、年々人気が増す公務
員試験に毎年多くの学生が合格。 
 

☆成功のポイント 

①教授会との連携 
・固定的な分担意識だけの連携ではなく、
現場重視の社会直結型科目として「消
防・防災研究」「警察の研究」「産業と
職業の研究」「女性とキャリア形成」「メ
ディアとビジネス」「メディアと社会」
などを各学部・学科の科目に組み込み、
教授会と相乗的に連携していること。 

②学生のニーズ（支援場面）に適合した“就
職・キャリアセンター”としての改革 
・毎年、同じプランを提示するのではなく
常に学生や社会の動向を見て、新しいプ
ランを提示し続けていること。 

③「自分彩発見セミナー」といった独自の手
法・プログラムの開発 
・学生を巻き込む仕組みがないと、4年間と
いう長期にわたる指導や支援ができない。
その糸口となる1～2年次を対象にした
「自分彩発見セミナー」を学生の身近に
いるべき「就職・キャリアセンター」自
身が開発したことの意義は大きい。 
・方向性を自ら描くプログラムと知識情報
などを基に個別に対応するプログラム
（いわゆる対策講座）がしっかりと連動
していること。往々にして、お仕着せの
対策講座を中心に活動計画が組まれる傾
向がある中、この点を重視している。 

 ④卒業生の組織化（山翡翠の会） 
 

 

★今後の課題 

学内での活動が中心であったが、今後は学外
や地域社会での活動を広げたい。「自分彩発見
セミナー」に対する評価も高く、その導入を考
えている組織や学校もある。 

 

○委員の所感 

訪問して大変納得させられる点が多かった
が、その中で以下のような考えが浮かんでき
た。 
①「就職・キャリアセンター」の最適運営の
鍵は「方向性を自ら描くプログラム（一般
には、ビジョン指向と言われる“導き”と
考える）」とその達成のために習得する「対
策プログラム」が一体となっていること。 
②このような「就職・キャリアセンター」の
支援の下で社会に旅立つ学生は、社会人・
企業人としての資質の形成もさることな
がら、同時に、キャリア・ディベロップメ
ント・アドバイザーとしての資質も形成さ
れているように思った。この資質は企業社
会で注目されている管理者層の「コーチン
グ能力」や人事担当者の「カウンセリング
能力」につながるものである。まさにキャ
リア形成支援である。 
③今後の各大学の就職担当部は、プロフィッ
トセンターとしての力強い対外活動が求
められてくるように思われ、その力がなけ
れば、就職支援自体も脆弱になるのではな
いだろうか。独自のプログラムを持つこと
がプロフィットセンターへの変革の起点
になると考えられる。 
今後の就職・キャリアセンターのありよう
として、本事例は注目できる。 
 

 第２節 教育力の強化      



 事例 教育力の強化 

学科改組による学生数（入学志願者数・入学者数）の増加 

～聖和学園短期大学～ 

☆本事例の中心人物 

事務局長・理事（外部からの招聘） 

 

 

 

事例内容 

【概要】 
聖和学園短期大学は平成 17 年度に生

活文化学科、人間コミュニケーション学
科を改組し、キャリア開発総合学科を設
置した。この改組は入念な市場調査を基
礎としたものであり、産業界が求める人
材像をもとに、提供するフィールド（系）
を設計し学生が将来希望する職業に就く
ために必要な知識、技能を身に付けるこ
とができるカリキュラムとした。同時に
学生募集活動の改善も行い、テレビ CM
の導入や訪問する高校の数を 3.5 倍に増
やすなど積極的な募集活動を展開した。 
この結果、入学志願者数は急増し前年

度比 1.5 倍、入学定員充足率約 1.4 倍に
達することとなった。入学定員充足率は
その後も約 1.2 倍を推移しつづけている。 
【背景】 

同短期大学は平成 11 年以降入学志願
者数の減少が続いたため、理事長が「学
生数が回復しない場合は身売りもありう
る」と発表した。この際に大学への移行
か、短期大学を改組するかという選択が

あったが、事務局長を中心に学校を取巻
く外部環境の情報を多角的に収集し、短
期大学を改組する道を選んだ。特にマー
ケティングには力を注ぎ、企業が求める
人材像や高校生の意識調査、さらに地域
進学特性の情報をもとに既存の生活文化
学科および人間コミュニケーション学科
をキャリア開発総合学科へと改組した。
この学科は短期大学基準協会が認定する
地域総合学科である。 
【地域総合学科の概要】 
キャリア開発総合学科は 11 のフィー

ルド(系)を有している。各フィールドは、
職業人としての将来像がイメージできる
ように区分され、様々な業界のプロとし
て活躍することを目指す体系となってい
る。授業科目は 117 科目あり、ユニット
と呼ばれるカテゴリーごとに区分され、
学生が将来に必要な科目を履修しやすい
ように工夫されている。 
キャリア総合学科の各フィールドは卒

業後に就職する職業に直結しているため
学生の目的意識や満足度も高くなってい
る。 
 

【イメージ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・法律、規則を基に説得する。 
・根気よく、継続的に説得する。 
・HOW から WHAT への思考へ転換。 
・リーダーが困難に立ち向かう姿勢を持つこと。 
・学内の意思決定の尺度を排し、学外の企業・社 
会等の価値尺度も用いる。 

意識改革 
 
・高校生の進学意識調査。 
・企業が求める人材像調査。 
・在学生の就職意識調査。 
・市場の人口調査。 
・競合校調査。 
・高校生の県歩留まり、流出調査。  など 

マーケティング 

学科改組 
教養と実学の融合 

専門学校との差別化 
男女共学化 

 
1.フード系        4.司書・文学・日本語系   7.医療事務系  10.スポーツ系 
2.製菓系         5.ビジネス情報系      8.教育系    11.インテリア系 
3.観光・ホスピタリティ系 6.ファッション系      9.福祉系 

キャリア開発総合学科 

・学生（志願者・入学者）の増加。 
・就職率の UP。 
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【効果】 
①目的意識の高い学生が入学するように
なり、学生のモラールが上がった。 

②学生の就業への意識が高くなり、自ら
の夢と職業観のギャップを学生時代に
埋めることができるようになった。従
前は教職を希望する学生が多く、就職
浪人をする者が多かったが、現在は就
職率が高まっている。 

③学生の主体性が生まれ学内に活気があ
ふれた。これが教員の動機づけにつな
がり、質の高い授業を行うことでさら
に学生を動機づけるという正のスパイ
ラルを形成している。 

【苦労している点】 
①フィールド(系)、ユニット、科目を学
生のニーズに応え絶えず見直す必要が
ある。志願者や学生のニーズをとらえ、
教育内容のスクラップ・アンド・ビル
ドを行わなければならない。 

②実学の科目が増え、それらを担当する
教員を新たに採用する中で、教員の価
値観も多様化している。短期大学の教
育理念を理解してもらうことに時間を
かけている。 

 

☆成功のポイント 

①マーケティングに重点を置く。例えば中
学校から高等学校、高等学校から短期大
学へ進学する生徒の意識、価値観の調査。
市場となる地域の人口など定量データを
収集する。 

②産業界が必要とする人材の要素を継続し
て収集する。 

③学科長など教員の管理職が教育と経営の
視点を備えるように事務局が支援する。 

④環境の変化を敏感に捉え学園運営に反映
するという経営思考を役員が持つこと。
人・物･金・情報・時間のバランスを保つ
こと。 

★今後の課題 

①フィールド(系)、ユニット等の増加に伴
い専任教員のコマ数が増加し見直す必要
がある。教員のオーバーフローを軽減す
る。 

②新規採用教員（各業界のプロ・職人）を
組織の一員として参画させ協働体制を整
える。 

③授業科目、ユニット数の妥当数を検討す
る。科目のスクラップ・アンド・ビルド
を行う。 

④総花化したフィールド(系)を専門化、独
立化することを検討する。 

 

○委員の所感 

同短期大学の改組は事務局長の強いリー

ダーシップと入念なマーケティングにより成し

遂げられたといってよいであろう。 

事務局長は、教職員の保守的な思考を革

新的思考に変えることに力を注ぎ、従来から

の学内の価値・尺度を学外の価値・尺度へ切

り替えることを行った。また、教職員の思考を

目標設定-達成型に切り替える活動を行い、

学校の風土を革新することによって短期大学

を蘇らせたと言えるであろう。意識改革のポイ

ントは、「法律・規則をもとに説得する」「根気よ

く､継続的に説得する」「HOW の思考を

WHAT の思考へ切り替えることを促す」「リー

ダーが常に困難に立ち向かう姿勢を持つこ

と」が挙げられる。 

マーケティングでは、定量データとともに定

性データの収集に注力し、企業に就職後すぐ

に辞めてしまった者の評価を集めるなど、ユニ

ークな視点から産業界に必要な人材像を検

討している。 

組織改革は短期間で行えるものではなく、

改善の積み重ねでありリーダーの推進力がカ

ギとなることを実感した。経営強化を図るため

にはこの 2点を欠くことはできないであろう。 
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 事例 教育力の強化 

学生募集と就職支援 

～北海道武蔵女子短期大学～ 

☆本事例の中心人物 

学長 

事務局長 

 

事例内容 

【概要】 
北海道武蔵女子短期大学では、「社会人と
して必要な基礎能力を身につける」という教
育理念の下、教養教育を重視する教育方針を
立て着実に成果をあげている。建学以来、こ
の方針は一貫しておりレベルを下げること
もなかったため、一時は苦しい募集戦略を迫
られることもあったが、この姿勢が高等学校
や地域における企業の信頼を得ている。 

【背景】 
設立者が抱いた「社会の変化に適応できる
知恵（知・情・意）ある女性を育む」という
理想を具現化する形で北海道武蔵女子短期
大学が設立された。「バブル経済」や「女子
の高学歴化志向」など時代の変化に対しても
方針が変わることはなかった。もちろん、四
大化の検討がなかったわけではないが、トッ
プの強い信念のもと「教養教育を重視する職
業人の育成」という方針を貫いている。 

【取組み内容】 
入試制度には推薦入試と一般入試があり、
推薦は指定校推薦のみを行っている。人間性
を重視しているため内申書票の内容が重要
視されており、推薦入試で多くの学生を確保
することが目標となっている。一般入試では
記述式の問題を多く出題しているが、これに
食らいついてくる意欲のある学生を確保し
たいとの意図が窺える。 
入学してきた学生を育てるという信念の
下、カリキュラムの見直しと授業の改革を実
施。カリキュラムの見直しは、教員と職員が
協働しながら学長の強いリーダーシップで
前に進めた。授業改革については、年2回の
授業に関する学生アンケートと成績講評授
業が実施されている。成績講評授業とは、学 

 
生の受けた定期試験の答案やレポートを採
点・添削後に学生全員に返却し、試験のねら
いの説明や講評を行うものである。また、こ
の成績講評授業において学生アンケートで
寄せられた質問・疑問にも答えている。 
就職のサポートとしては、個人面談（ゼミ
ナール担当教員）、模擬面接（常駐の就職相
談員）など徹底した個人指導と、職業教育を
通して就職後の考え方を培う（早期退職の予
防）ことに重点を置いている。また、卒業時
点で就職できなかった学生を登録し、企業か
ら募集が来た時点ですぐに連絡できる体制
をとるなど、卒業後のフォローにも力を入れ
ている。 

【結果】 
このように教育理念に沿って実直に取組
む姿勢が、高等学校や企業から高い評価を得
る結果となっている。高等学校では、「君の
ようなタイプ（実直で真面目）なら、北海道
武蔵女子短期大学を薦めるよ」というような
指導や、企業では「北海道武蔵女子短期大学
の学生であれば間違いない」との声もある。
信頼を勝ち得ることで、高等学校からは自然
と優秀な学生が集まり短期大学自体がレベ
ルアップし、就職もますます充実するという
良い循環が生まれている。 
また、口コミによる評判も高く、母娘、姉
妹（中には3姉妹もいる）が同窓というケー
スが非常に多い。 
同短期大学には目立つ特徴があるわけで
はないが、学生にとって何が必要であり、大
切なのかを強く認識し、これからも理念に沿
った教育を実施していくということであっ
た。 
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☆成功のポイント 

①地域社会のニーズに合った教育目標～地域
の高等学校、企業、社会の信頼の好循環 
  「社会人として必要な基礎能力を身につけ
る」という地域や社会のニーズに合った教育
目標を掲げ、少人数教育、きめ細かな学生サ
ポート、教養教育の重視等を実直に継続して
実践し、高等学校や地域社会・企業の信頼を
得ている。 
 
②指定校制推薦入試の原則～入学までの学習
サポート 
  教育理念に沿って実直に取組む姿勢が、高
等学校（の進路指導教員）から高い評価と信
頼を得た結果、高等学校からは優秀で短期大
学の教育目標・雰囲気にあった生徒の推薦を
得られるようになった。 
  推薦入試入学予定者への学習サポートも、
合格を前提に試験を実施したうえで、推薦入
試時の提出作文の添削→返却、添削を基に作
文を再提出、新聞記事についてのレポート提
出、レポート添削→返却、指定された図書（数
十冊）から1冊を選び、読書感想文の提出→
ゼミ担当教員からのコメント等々、入学まで
の学習サポートを実施し、これらが同短期大
学の教育への、高等学校からの信頼を更に高
めている。 
 
③教育の一環としてのきめ細かな就職支援 
  就職支援は教育の一環として捉え、学生の
高出席率維持（就職ガイダンスや各種対策講
座）、負担の軽減（全ての対策講座を受講料
無料で実施）、個人指導の徹底（模擬面接・
履歴書指導他）、的確な情報提供（昼休みを
利用した企業説明会）等、教育効果が高まる
工夫をしている。 
  また、職業教育を通して就職後の考え方を
培うことで、学生の内定辞退の防止や早期退
職の防止にも繋がり、採用後は企業での戦力
になっていることの評価も含め、企業側の評

判の維持にも繋がっている。 
④学長のリーダーシップと役割分担の明確化 
  小規模校であるが、それゆえに教員と職員
の役割分担を明確に分け、その上で必要な情
報共有、連携作業をしっかり行い、学校全体
で受け入れた学生の教育、サポートに取り組
んでいる。それらを支えているのは、学長の
リーダーシップであり、事務局長との連携で
ある。 
 

★今後の課題 

 地域の信頼を得ていても、18 歳人口の減少、
社会状況の変化等の外的要因により、優秀な学
生の確保は年々困難になってきており、更なる
学生支援や推薦入試制度等の検討等が課題と
なろう。 
 

○委員の所感 

○基本を押さえつつ、教育理念に沿った教育を
実直に継続して積み重ねて得た地域社会と
の信頼 
「特に目立つ特徴があるわけではないの
が、特徴といえば特徴です」として、様々な
取組みを説明いただいたが、どの取組みも
「いかに学生を受け入れ、送り出していく
か」を軸に非常によく考え抜かれており、地
域社会のニーズを踏まえ教育目標に沿って
基本を実直に取組む姿勢も含め、地域社会の
厚い信頼を獲得できる特徴を持っていると
感じた。 

 第２節 教育力の強化      



 事例 その他の収入源の確保 

同窓会との連携 

～小樽商科大学～ 

☆本事例の中心人物 

理事 

総務課長 

 

事例内容 

【概要】 
小樽商科大学では、同窓会組織（社団法人
緑丘会）と密接に連携して、協力関係を築き
ながら支援を受けている。 
開学80周年記念事業では、緑丘会が5億
円の寄付を集め、これを元に毎年約2,000万
円の寄付を行っている。また、実業界で活躍
している人材が、同窓会から講師として派遣
されるオムニバス形式の授業（緑丘会をもじ
って「エバーグリーン講座」と呼ばれる）の
実施や、学生の就職活動に必要な旅費の貸与
等、様々な方面での支援がなされている。 

 
【背景】 

同窓会の歴史は古く、明治45年に設立さ
れて以来、大学に対する積極的な支援がなさ
れている。卒業生（同窓会）と大学の密接な
協力関係には、特徴的な「ゼミ」によるとこ
ろが大きい。小樽商科大学のゼミでは、2年
間同じメンバーが各ゼミ専用の教室で授業
を受けるため、学生同士の結束に加え、学生
と教員との結束も非常に強くなるなど、将来
的な同窓意識に繋がっている。 

 
【取組み内容】 

80 周年の記念事業で寄付されたものにつ
いては、国際交流プロジェクトで受け入れた
留学生への奨学金として活用。寄付金の使い
道は緑丘会ともよく相談して決定している。 
また、お互いの連携を深めるための方策と
して、学生向けの企業セミナーを大学と緑丘
会の共催で開催するというような取組みも
なされている。 
 
 

 
最近では、緑丘会の組織率の低下が問題と 
なっているため、大学としても組織率を向上
するため協力態勢を整えた。緑丘会からの支
援については、成績優秀者に対する奨学金を
緑丘会の寄付金から支出するなど、学生が緑
丘会のメリットを実感できる形をとること
を意識している。また、在学生を賛助会員と
位置付け、緑丘会に代わり大学が会費を徴収
するなど、財政上の協力も行っている。 
 

【結果】 
エバーグリーン講座は、学生から大変な好
評を得ており、教室に入りきれないほどの受
講希望者が出るなど、緑丘会と大学の連携は
学生にとっても非常に有益な結果となって
いる。 
緑丘会と大学は経済的な支援だけで連携
するのではなく、共に大学を支えるという意
識で連携しているため、新しい取り組みを行
う際に、人的あるいは財政的に協力し合うと
いう風土が生まれている。 

 
 

☆成功のポイント 

①伝統と小規模校ならではの同窓会との密接
な連携 
  明治 44 年設立の小樽高等商業学校を母体
に、昭和 24 年の学制改革で発足した長い伝
統を持ち、設立以来、実学重視、少人数教育
という独自路線を採ってきた。小規模という
特色を生かし、少人数で2年間学ぶゼミに代
表されるように、学生同士の結束と教職員間
の関係を密にし、更にそれは卒業生、同窓会
にも及んでいる。大学としても同窓会とは、
人材（理事には同窓会常務理事にも就任して
もらい、大学職員との打合せも密に行ってい

第Ⅱ章 収入の確保  



るとのこと）、資金面でも密接な連携をとっ
ている。 
 
②国立大学の国立大学法人化 
  もともと進取の気性に富んだ学風で、小規
模で学内合意も得やすく、新しいことにいち
早く取り組める。そして、まずは実行して実
績を作りその上で国に予算をつけてもらう。
このような方法をとってきた中で、国立大学
法人化により以前より柔軟な独自予算編成
が可能になったことが、予算削減という厳し
い状況下ではあるが、学内の各種事業、同窓
会との連携にも追い風になった。 
 
③さらなる連携へ新たな試み 
  従前の仕組みだけに頼らず、同窓会から講
師が派遣されるオムニバス形式の授業を「エ
バーグリーン講座」と冠して、在学生に同窓
会組織である緑丘会の存在をＰＲしたり、同
窓会と共同で「緑丘企業等セミナー」を開催
し、約200企業等から参加費1社につき3万
円、合計約600万円を徴収して、学生の就職
支援事業に充てたり、既存の卒業生からの寄
付金だけに頼らず、様々な面での新規連携の
試みを実践している。 
 
 

★今後の課題 

○同窓会の組織率の低下問題の改善 
  最近、同窓会の組織率の低下が問題となっ
ている。大学としても組織率の向上のために
協力態勢を整え始めている。具体的には、就
職支援事業の一環として、緑丘会賛助会員学
生を対象にした緑丘会「就職活動支援融資」
(一人 10 万円まで)を発足させ、学生を支え
ている同窓会組織としての緑丘会の存在を
ＰＲするなど、学生が同窓会のメリットを実
感できるよう意識している。 
 
 
 

○委員の所感 

○同窓会は大学の大きな応援団 
  同窓会は、寄付金という単純に目に見える
ものから、人材という一見して目に見えにく
いものまで、身近で大学を大きく支えてくれ
る偉大なる応援団である。同窓会との連携は、
大学の運営に欠かすことのできないもので
ある。 
  規模の大小でいえば、大規模校の方が規模
の論理で有利な面も多いのも事実だが、小規
模校ならではのきめ細かな、密な、暖かさを
感じさせる同窓会との連携は、様々な先人に
支えられる学校という学びの場の原点を垣
間見た感じがする。 
  その上で、小規模校の特性による既存の関
係に安寧せず、現在においてもより密接に連
携を図ろうとする各種試みは、大いに評価に
値すると感じた。 
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 事例 その他の収入源の確保 

財政基盤の強化、業務の効率化 

～愛知大学～ 

☆本事例の中心人物 

副学長（経営担当） 

大学からの出向職員 

 

事例内容 

【概要】 
愛知大学は平成14年7月、財政基盤の強
化、業務の効率化、知的資産の活用などを目
的に、100%出資の子会社「株式会社エー・ユ
ー・エス」(資本金1,000万円)を設立した。 
設立後4年を経ているが、毎年確実に利益
を上げ、その中から学校法人への寄付を行っ
ており、学校法人の財政基盤の強化と業務の
効率化等に貢献している。 

 
【背景と設立の経緯】 

同大学の前身「東亜同文書院」（後に大学）
は、明治34年中国上海に設置され、日本の
海外高等教育機関として最古の歴史を持つ。
中国・アジア重視の国際人を養成していたが、
昭和20年日本の敗戦により中国政府に接収
され廃止となった。昭和21 年、東亜同文書
院大学の教職員・学生たちが中心となり愛知
大学を設置、現在に至る。このような設立の
経緯もあり、同大学にはいわゆる“オーナー”
にあたる人物がいない。そのため運営方式は
トップダウンではなく、衆議方式のボトムア
ップで成り立っている。 
平成10年9月の中長期計画内で収益事業
への取組みが課題とされ、株式会社の設立を
巡って当時の学部長会議や評議会等で数度
の議論があったが、反対意見が多く平成 11
年半ばには議論が滞ってしまった。一方、平
成12年11月、大学の管理運営体制の見直し
が行われ、新たに置いた副学長制度の下、経
営・教学両面の更なる強化を進めることとな
った。平成13年5月、経営担当副学長をリ
ーダーとする基本構想プロジェクト委員会
から「経営・財務に関する基本構想」が提案 
され、学内の諸機関で検討の結果、ようやく 

 
収益事業の設立が承認された。 
その後、外部アドバイザーを交えて構想が
練られ、平成14年5月株式会社設立に向け
た答申がまとめられ、同年 7 月 100%出資の
子会社「株式会社エー・ユー・エス」が設立
された。代表取締役には経営担当副学長・常
務理事の堀彰三氏が就任。その他従業員は大
学出向者、保険会社出向者、派遣社員などで
構成されている。 

 
【取組み内容】 
1．会社の形態：株式会社 
2．会 社 名：株式会社エー･ユー･エス 
3．設立時期：平成14年7月5日 
4．資 本 金：1,000万円 
5．出資方法：愛知大学100%出資 
6．所 在 地：愛知県豊橋市 

(愛知大学豊橋校舎内) 
7．事業内容：(主なもの) 
①販売（自動販売機による飲料水、教育
用・事務用機器、什器備品、文房具等） 

 ②教材、書籍の印刷・出版並びに販売 
 ③労働者派遣事業法に基づく一般労働
者派遣事業 
④建物内外の清掃、警備、営繕、保守並
びに管理業務 
⑤損害保険代理業及び生命保険の募集
に関する業務 
⑥大学エクステンション事業に関する
委託業務 
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【結果】 
 平成14年7月の設立以来、業績は順調で、
学校法人への寄付も毎年行われている。もち
ろん経費削減効果や大学からの出向者負担
金、大学施設の借用料支払い等を考え合わせ
ると、寄付金額をはるかに上回る貢献がある。 
 

売 上  
経常 
利益 

寄付 
金額 決算期間 

(万円) (万円) (万円) 

平成14年7月～ 
14年9月 

1,100 26 0 

平成14年10月～ 
15年9月 

26,400 310 100 

平成15年10月～ 
16年9月 

109,100 2,060 1,400 

平成16年10月～ 
17年9月 

112,300 2,970 3,000 

平成17年10月～ 
18年9月 

105,300 2,340 4,000 

 
 

☆成功のポイント 

①経営担当副学長の強いリーダーシップがあ
ったこと。 
②学校法人が行う収益事業の方が税法上有利
であることは承知しているが、寄付行為に縛
られ自由に業種の展開を図ることができな
いことから、学校法人とは別個に営利法人を
設置して課税負担をしのぐ様々な効果を享
受することの方が好ましいという判断によ
り、営利法人（株式会社）の設置に踏み切る
戦略を取ったこと。 
③設立から4年。同社が明確な実績を積んだこ
とから学内の教職員の協力と理解を得たこ
と。また、副学長を始め学部長、事務局長が
子会社の役員を兼務することによって、学校
法人との協調体制が確立したこと。 
 
 
 
 
 
 

★今後の課題 

①現在、代表取締役を経営担当副学長が兼任し
ているが、将来的に後継者の不在が懸念され
ること。 
②同社の収入は愛知大学からの委託事業が中
心となっている。学校法人にとっては当初の
目的である経費削減や収入源の多様化に大
きく貢献しているものの、株式会社としての
将来性を考慮すると、学外にも活動範囲を拡
げていく必要があること。 
③設立後4年目ということもあって、今のとこ
ろ大学からの出向者が大学に戻る例がない
が、将来的に若い大学職員が出向した場合の
人材育成という観点での人事システムが必
要となる。 
 
 

○委員の所感 

愛知大学設立の株式会社エー・ユー・エスは
設立4年目で決して歴史がある会社ではないが、
他大学の同業他社の事例をよく研究して、効率
の良い運営に努め、確実に利益を上げ、学校法
人の経費削減や収入の多様化に大きく貢献し
ている好事例である。 
学校法人が子会社を設立する場合には、当然
のことだが、同業他社の事例を良く研究し、リ
ーダーシップのある経営者を据える必要があ
る。 
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 事例 その他の収入源の確保 

資産運用 
～東北福祉大学～ 

 

☆本事例の中心人物 
 

財務部職員 

 

事例内容 

【概要】 
東北福祉大学では、平成5年度より資産運
用業務を本格的に行っている。平成8年度か
ら平成17年度までの特定資産を元本とした
10年間の平均運用利回りは3.55%であり、累
積では平成17年度消費支出の約5割となっ
ている。運用益の額が最高であったのは、世
の中がゼロ金利でペイオフ解禁が騒がれて
いた頃であり､平成 14 年度の運用益は職員
人件費の7割近くであった。また､平成17年
度特定資産の仕組債運用利回りは、5.3%とな
っている。 
 

【背景】 
少子化によるマーケットの縮小と競争の
激化によって、私学の経営環境の悪化は大変
深刻になっている。その中、同大学は、「有
価証券による資産運用は、やり方に注意すれ
ば、新たな事業を行うよりはるかにリスクが
小さい」「リストラやコストダウンをするよ
り資産運用のほうが有効である。」とし、経
営資源を有意義に活用し、運用益を経営戦略
上の諸活動の資金に充てることを決めた。
「他の大学が運用益を上げているときに、運
用益が上がらないのはそれだけでマイナス
である。また、インフレで黙っていても資産
は目減りする。運用しなければ損は出ないか
ら安全と言えるほど、今の大学の経営環境は
甘くない」という考え方が根底にあったので
ある。 
 

【取組み内容】 
同大学の寄附行為では、確実な有価証券や
定期預金が運用対象となっている。しかし、

AAA の債券でさえデフォルトリスクはあり、
定期預金はペイオフ対象であり、この世に確
実な運用対象などはない。寄附行為の主旨は
安全性の確保であるが、静態的なものではな 
く、取れるリスクを取って、その収益でロス
カットやリスクヘッジを行う動態的なもの
であるとした。そして寄附行為と実際の運用
の溝を埋めるため、運用規程の策定は必須で
あった。平成9年度に運用規程を作成し、そ
の後運用環境や社会規範の変化に合わせて
変更を行っている。運用規程の直近の改訂に
おいては、取引のある金融機関の中で一番内
部規程の厳しい金融機関とその社外弁護士
と相談の上、原案を作成した。さらに同じく
取引のある証券会社の法務部門に確認を行
い、理事会で決裁している。その際金融機関
等から合理的な運用方針を明示すること、投
資対象となるパワーリバース等に対して一
定の制約を設けることにより安全性の確保
を図ること、寄附行為を飛び越えるような規
程は作らないというアドバイスを受けた。こ
のアドバイスをもとに、取れるリスクを取り
ながら運用利回りの適正な向上に努めるこ
と、リスクは分散すること、運用益でリスク
ヘッジを行うこと等の運用方針を作成した。 
同大学には、運用委員会はない。原則とし
て起案・決裁を要するが、案件のほとんどは、
専任の担当者（小柳財務部財務課課長補佐）
の即断即決で行われる。担当者の裁量の範囲
についても、規程に定められており、その範
囲内で行われる限り、運用の結果つまり損得
に関して、担当者が責任を問われることはな
い。決裁のラインは担当者→財務部長→総務
局長→学長（常務理事）である。担当者個人
で資産運用を行うのではなく、学内の意思の
疎通が十分に図られた上で行われている。 
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【結果】 
年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度
運用利回り 2.47% 2.37% 2.63% 2.52% 2.16%

年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度
運用利回り 4.89% 6.47% 5.03% 3.12% 3.87%
 ※特定資産を元本とした運用利回りである。 

 

☆成功のポイント 

①平成5年から現在に至るまで、たった1名の
担当者が運用を行っているため、その能力と
努力によるところが大きい。チリも積もれば
山になると述べていたが、できるところから
少しずつやっているところが失敗しなかっ
た要因ともいえよう。 
②資産運用は高度で専門的な業務であり、担当
者の人事異動が無かったのも成功要因であ
る。また、担当者が地元の金融機関出身者で
ないのも、しがらみが無いという点ではプラ
スに作用した。 
③平成9年に運用規程を整備したこと。大学の
新事業にも収益事業にもリスクはつきもの
であるし、資産運用はリスクの管理ができれ
ばそれほど簡単に損はしないという方針で、
学内のリスク管理体制も築いてきた。 
④設備投資に際して借入を苦にしなかった。昨
今の低金利下においては合理的な行動だっ
た。もし、自己資金を取り崩したのでは、上
記のような運用益は上がらなかった。 
⑤同大学自体が学生数を急増させ、福祉系の専
門大学としての地位を築き、安定した経営を
行っていること。そのことが極端な資産運用
に走らない要因のひとつともいえるかもし
れない。 
⑥金融危機やゼロ金利などをチャンスと捉え、
地元の取引銀行との関係を大幅に見直した。
地元に支店の無い証券会社でも外資系でも、
とにかく良いレートを出す金融機関と取引
を行った。 

 
 

★今後の課題 

①運用体制の充実。現在は1名で行っているが、
できれば株担当、為替担当を分けたいとのこ
とで、そのための人材が必要である。 
②経営上の課題であるが、同大学は、設備投資
に対する機会原価が高い。設備投資の意思決
定に際しては、得られる運用益を超える効果
があるかどうかも考慮されるべきであろう。
箱物作りが、経営者の自己満足に終わっては
ならない。 
 

○委員の所感 

同大学の事例を通じて、大学の事業とそのた
めの資金をどう捻出するのか、あらためて考え
させられた。同大学の場合、運用益は特定資産
の増額に直結しており、財務体質をプラスの方
向に導いている。現在の貸借対照表から過去の
運用益を差し引くと、かなり寂しいものとなる
し、今まで行った設備投資のどれかが出来なか
ったことになる。こうした意味で、間接的に、
同大学の充実した設備投資の役に立ったと言
えよう。ただ、資産運用のサイクルと施設整備
のサイクルを合わせるのが難しく、第2号基本
金という形で将来の施設整備に備えているわ
けではないようである。今後は、施設整備と資
産運用の関係についてさらに検討が必要だと
思われる。また、資産運用は当然リスクを伴う
ものであるから、運用組織とその規定をしっか
り整備することも必要であろう。 
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 事例 その他の収入源の確保 

収益事業の展開 

～中村学園～ 

☆本事例の中心人物 

理事会、中村学園事業部 

 

 

事例内容 

【概要】 
中村学園は、「理論と実践の統合を図り、
学問と生活の融合を重んじ、教育と研究に努
める」という建学の精神の下、「給食事業を
通じて栄養改善並びに食生活改善を実際的
に具体化するとともに併せて同学園の発展
向上に寄与する」ことを目的に、昭和34年
に「中村学園事業部」を設立した。当初は、
委託給食事業のみであったが、昭和50年代
以降、喫茶やレストラン等の外食事業に進出
し、委託給食事業と外食事業のスケールメリ
ットを活かした仕入事業、学校給食のセンタ
ー方式化に対応したケータリング事業等を
次々に展開し、事業を拡大してきた。 
当事業部は、同学園の収益部門であるが、
専任理事を配置する等、学校部門とは管理体
制を別としている。 

 
【背景】 

中村栄養短期大学（昭和32年4月開設、
現中村学園大学短期大学部）が栄養士として
の卒業生を送り出した当時は、企業の社員食
堂や工場給食は、直営か外部業者への委託が
大半で、栄養士をおいて給食を行うところは
非常に少なかった。教職員一丸となって就職
先の確保に努めたが、栄養士としての就職先
確保は大変困難であった。また、職域も病院
等に限られていた。     
このような状況の中で、同学園では、卒業
生の就職先の確保のため、当事業を開始する
に至った。  
当事業を促進させれば、同学園で育てた栄
養士の就職先の確保と職域の開拓ができ、栄
養学の教育・研究の成果が実践に生かせるう 
 

 
え、学生の集団給食実習施設としても活用で
きる。企業からも評価され、さらには当事業
の収益を同学園の学校教育費に充当できる
という期待を抱いてのものであった。 

 
【事業展開】 
①委託給食事業 
「中村学園ブランド」を背景に、官公
庁・一般企業（事務所、工場、寮、研修所）
給食、小・中学校給食、学校食堂給食、病
院・社会福祉施設給食業務を福岡市や県内
外より受託。現在の受託事業所数は、平成
18年12月1日現在201ヶ所（46,000食/
日）にのぼる。 

②外食事業 
  給食施設との相乗効果を活かしながら
展開し、福岡市内を中心に13ヶ所の店舗
を展開しており、内容も喫茶系、レストラ
ン系、和食系と多岐にわたっている。 

③仕入れ事業 
  給食・外食事業のスケールメリットを活
かし、事業を展開。福岡市の市場（鮮魚・
青果）だけでなく、日本全国、海外にも仕
入れルートを拡大し、加えて「食品センタ
ー」を設置したことにより、安全で安価な
調達の充実を実現している。現在の取引業
者数は、258ヶ所である。 

④ケータリング事業 
  学校給食のセンター方式化に対応する
ため、「ケータリングセンター」を平成
15 年度に設置。学校給食の限られた年間
稼動日数において、民設民営の効率性を活
かし、委託給食先の特別食（弁当関係）を
受注している。現在の受託先数は、6ヶ所
（2,800食/日）である。 
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⑤付帯事業 
  学校食堂に関連した売店業務や自動販
売機業務等を展開。現在の受託数は、47
ヶ所である。 

 
【結果】 
①就職 
社員食堂や工場給食の受託数増加にと
もない、同大学・同短期大学部はもとより、
他の栄養士養成系大学・短期大学からも多
くの栄養士を採用し、受託先の栄養改善に
努めてきた。  

  平成18 年 3月卒業者の就職内定率は、
同大学栄養科学部97.9%（内栄養士として
の就職内定率は73.3%）、同短期大学部食
物栄養科98.5%（内栄養士としての就職内
定率が85.3%）となっているが、事業部が
これまで果してきた役割は大きいものが
ある。今日、同学園は管理栄養士、栄養士
の養成校として高い評価を得ている。 

②財政 
事業の拡大に伴い、収益状況も健全状況
を維持しており、学校法人会計への寄付金
も堅調に推移している。平成6年度から、
第三号基本金の充実を図るため、3つの基
金を設立し、平成17年度には新たな基金
を設立した。 

 ○昭和45年度から平成16年度までの学校会
計への寄付金 

  ・  寄付金総額    7億55百万円 
    第三号基本金引当資産 3億24百万円 
    法人本部負担金    1億89百万円 
    各学校経常費     2億42百万円 
 ○平成17年度からの学校会計への寄付金 
  ・第三号基本金引当資産 
   基金（組入計画） 1 億円（平成 17～21

年度） 
  ・法人本部負担金 約4%（年約6百万円） 
  ・学校経常費    2百万円 
 
 

☆成功のポイント 

 卒業生（栄養士）等の就職先の確保、職域の
開拓、栄養学の教育・研究成果が実践に生かせ
る。さらに集団給食実習にも生かせる等の背景
で事業を開始した。事業は成功して、学校会計
では、寄付金を形のあるものにするため、第三
号基本金組入れとし、財政的支援も継続するに
至っている。 
 

★今後の課題 

 収支状況は健全に推移し、学校会計への寄付
金も順調に継続され、直ちに心配されるところ
は見当たらないが、責任者からも伺ったように
景気はもとより、給食事業も外食事業（レスト
ラン）も厳しい競争的環境下におかれている。
これからも「中村学園ブランド」を大切にして、
慎重に事業を展開されることが望まれる。 
 

○委員の所感 

 同学園建学の精神「理論と実践の統合を図り、
学問と生活の融合を重んじ、教育と研究に努め
る」とある通りのことを長年にわたり実践して
いる大学である。今日特に大学の収益事業が継
続さえ困難な中にあって、財政的にも学校会計
に寄付し続けている事業運営内容は大変参考
となる。 
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 事例 その他の収入源の確保 

外部資金獲得に向けた組織改革の効果 

～福岡大学～ 

☆本事例の中心人物 

学長、学術振興室等 

 

 

事例内容 

【概要】 
福岡大学では、教育分野の多様化、学問領
域の拡大と複雑化の中で、総合大学の特徴を
活かし、専門と非専門、あるいは専門同士の
連携を行い、特定分野についての深い知識は
もちろん幾つかの異なる分野についての幅
広い知識の習得を可能とした「特色ある教
育」を行っている。また、少子化による収入
の減が予想されつつも、学生・保護者の経済
的負担を軽減すべく低学費政策を実行して
いる。このような取組みによって「魅力ある
大学」を目指す同大学にとっては、財務体制
の強化、少子化によって学納金収入や手数料
収入の確保が困難な今日においては、とりわ
け補助金や寄付金等を含めた外部資金の獲
得が大きな課題となった。 
そこで、「教育研究・医療活動の質的・量
的発展を図るために必要となるさまざまな
支援活動を行い、その成果を学内教育や社会
に還元すること」を目的として学術振興室を
学長直轄として設置した。 
 

【背景】 
平成8～11年度にかけて、入学志願者数や
就職率等各種指標の低下傾向が見られた。そ
れは、総合大学としてのメリットを充分に活
かせず、多様化する時代に合った教育を学生
に提供できなかったためである。 
したがって、個性ある、多様化した魅力あ
る総合大学への転換が大きな課題とされた。
各学部の独自性を追及しつつ福岡大学とし
ての統一的な教育を行い、結果として学生の 

帰属意識を向上させるために、財政基盤の強
化が必要であり、そのため、補助金を含めた
外部資金の導入が必要となった。 
 

【取組みの経緯・推移】 
外部資金の導入に関し、理事会承認の下、
学長のリーダーシップにより、学術振興室を
平成18年4月に全学的組織として設置した。
教職員に対しては、設置の経緯や目的の詳し
い説明を行い理解と協力を求めた。 
学術振興室では、主に次の3つについて取
り組んでいる。 
 
1.外部資金の獲得 
教育研究・医療活動に不可欠な外部資
金、特にプロジェクト型資金（「魅力あ
る大学院教育」イニシアティブ、特色あ
る大学教育支援プログラム、現代的ニー
ズ取組支援プログラム等）の獲得に向け
た戦略的活動 
 
2. 効率的・適正な補助金申請 
  私立大学等経常費補助金等に関する
申請および申請事務の支援（私学事業団
との交渉、学内相談等） 
 
3．教育研究・医療活動の活性化 
 教育研究・医療活動の活性化の提言
（文部科学省「大学院教育振興施策要
項」への対応、新たな研究科の設置、補
助金獲得の対応策等） 
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【結果】 

全学的な機関が設置されたことにより、学
内での補助金申請可能案件の掘り起こしが
容易になり、潜在的な補助金対象事業の把握
が可能となった。結果として、平成18年度
文部科学省「魅力ある大学院教育」イニシア
ティブにおいて、同大学の「資源循環総合演
習」による実践的環境教育が採択された。こ
のことは、教職員の外部資金獲得への意識も
高揚させる結果となっている。また、平成
18 年度私立大学等経常費補助金第一次交付
額は前年度と比較すると約1億6千万円の増
加となった。最終交付額も前年度より大幅に
増額する見込みである。 
 
 

☆成功のポイント 

 平成8～11年度にかけて入学志願者数や就職
率等各種指標の低下傾向がみられたことから
教育研究・医療活動の質的・量的発展を図る必
要が生じ、個性ある多様化した魅力的総合大学
への転換が急務となった。これらを実現するた
めに財政基盤強化が最重要課題となり、特に学
長のリーダーシップのもとに、外部資金導入に
関する専門部署を設置し、専門的人材を確保し
て運営強化を図った結果、財政基盤強化策が効
果を発揮するようになった。 
 

 

★今後の課題 

 教育目標を明確にし、教育効果を高めていく
教育マネジメントサイクルは平成 18 年度から
本格的に稼動している。また、建学の精神と教
育研究の理念に基づいた全人教育「人らしき
人」を育む「福大生ステップアッププログラム」
（FSP）も平成18年度から開始された。今後は
「教育力」の向上を目指したこれらのシステム
を改善・発展させる努力が必要となる。 
 学術振興室の運営は現在のところ順調にス
タートしているが、関係者の努力により総合大
学として常に効果的運営を目指していくこと
が望まれる。 
 

○委員の所感 

 学長のリーダーシップにより学術振興室を
設置したことで、学内関係者に次第に信頼関係
が生まれ補助金等に関する相談や申請案件が
増加した。一連の中で、見逃せないのは、組織
を整備しただけでなく、学術振興室に外部から
国の助成制度に詳しい人材を配置し、成果を上
げていることである。組織の改革そして適切な
人材登用の例である。 
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 事例 その他の収入源の確保 

外部資金導入による内部組織の活性化 

～名古屋柳城短期大学～ 

☆本事例の中心人物 

図書館館長・職員、教授 

 

 

事例内容 

【概要】 
名古屋柳城短期大学は、保育に携わる専門
家を養成する機関として 108 年の歴史を持
つ、全国的にも珍しい保育の単科大学である。
同短期大学図書館には、専門書から児童書ま
で特色ある約5万冊の蔵書がある。また、保
育現場において、日々の保育に欠くことので
きない教材・教具である「保育紙芝居」も
2000点余り所蔵している。 
この「保育紙芝居」は、在学生はもちろん、
同短期大学卒業の幼稚園・保育所で活躍する
保育者にも利用され、図書館の全貸出件数の
9.3%を占めている。 
同短期大学では、保育者を志す学生や現場
の保育者にとって、日常的な教材であり、貴
重な資料である「保育紙芝居」の収集と学術
研究を推進し、図書館を紙芝居の情報センタ
ーとするため、「子ども文化と紙芝居プロジ
ェクト」に取り組んでいる。 
このプロジェクトの内容は、以下のとおり
である。 
・「紙芝居」を通して子ども文化を考える
（紙芝居に関する研究とその成果の発
信） 

・「紙芝居」を通して共感の輪をつなぐ（紙
芝居実演会や展示会の開催） 
・「紙芝居」というメディアを再構成する
（紙芝居のデジタル化とインターネッ
ト上での公開） 
・「紙芝居」というメディアを後世に残す
（紙芝居の収集・整理・保存） 
独立行政法人国立青少年教育振興機構の
「子どもゆめ基金」より、助成金の交付が決
定している。助成内容等は以下のとおりであ
る。 

 
・紙芝居ネット－テレビのなかった時代 
に子どもたちの目を輝かせたメディア
－（子ども向け教材開発・普及活動助成 
金額：6,681千円） 
・子ども文化と紙芝居プロジェクト2006 
（子どもの読書活動助成 金額：972千円） 

【背景】 
平成 7 年度に同短期大学付属の幼児教育
研究所（現在は活動を休止している）から同
短期大学図書館に受け入れた昭和20～30 年
代の作品が、紙質に問題を抱え損耗の危機に
瀕していた。また、その他多くの紙芝居が戦
災によって焼失し、散逸している。紙芝居の
教材・教具としての重要性や貴重な歴史的資
料としての価値を考えると保存対策や目録
整備をすべきであり、それが、保育者養成機
関としての社会的責任であると考えた。 
補助金を含めた外部資金の導入に係る手
続きには時間と人を割くことが必要となる
が、同短期大学の教育理念が損なわれないよ
う、学生一人ひとりを尊重した教育に支障を
きたさない範囲で外部資金の導入に取り組
むこととした。 

【取組み内容】 
図書委員会（教員、職員）を中心に平成
13 年度からデータベース作成を開始し、平
成15年度にはデジタル紙芝居の企画に着手、
古書店を中心に戦前の作品収集も開始した。
理事会、学長もこの活動を「大学の大きな特
色になる」と評価し、併せて外部資金導入の
必要性も検討された。この間、どのような外
部資金が利用できるのか、外部資金に関する
情報収集を行った。収集の方法は、行政機関、
研究機関、企業への問い合わせや訪問、イン
ターネットによる情報収集などであった。そ
の結果、「子どもゆめ基金」に辿り着いた。
平成16年度に将来構想委員会において、「子
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どもゆめ基金」に応募することが決定され、
「子ども文化と紙芝居プロジェクト」として
全学的取組みとして位置づけられた。平成
17 年度に「子どもゆめ基金」助成プログラ
ムに応募し、平成18年度に採択・交付決定
された。平成18年度の同短期大学フォーラ
ム「紙芝居の魅力と演じ方」の成功は、教職
員と学生が一丸となって取り組んだ結果で
ある。同短期大学の取組み「紙芝居ネット」
の構築に関してもマスコミに取り上げられ、
外部から評価されることで学生は帰属意識
と自信を持つことになり、就職活動や学習活
動に良い影響を与えている。近隣地域の評価
も卒業生や幼稚園・保育所を通じて高まって
いる。 

【結果】 
外部資金の導入の重要性を教職員が認識
し、外部資金獲得に向けた努力が、結果的に
は学生も取り込んだ全学的取組みとなった。
また、図書館の研究活動支援と広報において
果たす役割の重要性も確認できた。学生、卒
業生、近隣地域からの評価が向上し、財政的
効果はもちろんであるが、広報、教学、組織
の活性化においても外部資金の導入は大き
な効果があった。 
また、全国からの紙芝居に関する問い合わ
せや寄贈が増加し、紙芝居の教育的効果に対
する評価の向上と教育メディアとしての研
究の推進に役立っている。 
 

☆成功のポイント 

①もともとやってきた活動を生かした取り組
みであったこと 
10 年ほど前から保育教材としての紙芝居
を、図書館を始め、学内でも少しずつ重要性
が理解され、活動が自然の流れの中で発展し
てきていることが全学的な支持を得ること
にもつながった。学科の特殊性を活かした活
動であったことが、教育面、学生募集面、研
究面など、多岐にわたる評価の向上にもつな
がる成功のポイントであった。 

②無理をしない範囲で外部資金を獲得したこ
と 
紙芝居は文化財という側面を持つことか
ら、同短期大学の活動の主旨に沿う助成制
度・団体をみつけることが困難であった。担
当者が根気強く外部資金に対する情報収集
を行い、金額や目的の合うものを探し、その
うえで応募するなど、無理のない範囲で必要
な資金の獲得を行った。 
③学内の理解を得たこと 
外部資金が導入できなかった場合には、規
模を縮小しても学内予算で実施することを
理事会として決定するなど、学内の理解を長
い時間の中で築いてきたことも大きな後押
しとなった。 
 

★今後の課題 

 「子どもゆめ基金」は継続的助成ではないた
め、継続的な資金をいかに獲得するのかが今後
の課題であると述べていた。この活動が成功を
収めたことにより、全国から紙芝居が集まって
きたが、この保存などの地道な活動のためには
継続的な資金が不可欠だからである。小規模な
同短期大学にとってこうした資金を得ていく
ことはたやすいことではないが、現在の方針を
続けていくことが重要であると思われる。 
 

○委員の所感 

より良い保育者を輩出するという長い歴史
の中での同短期大学の姿勢を保つことが今後
の発展として重要であるとの観点から、大規模
大学の真似をしないこと、教育の時間を削って
まで外部資金の獲得をしないことを強調して
いた。競争的な環境の中で、多くの大学がとき
には見失ってしまうこともあるような、この冷
静な姿勢と見識こそが108年の歴史の中で発展
していった強みである印象をうけた。 
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